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第 7章 参考資料 

 

7.1 法令等による規制及び諸官庁手続 

電気設備工事においては､関係する法令等による規制及び工事の進捗に伴い各官公庁への提出書類が数

多くある｡本項では､新設する電気設備を対象に電気事業法､消防法、騒音規制法、大気汚染防止法等におけ

る規制・手続や電力会社等における諸手続について述べる｡ 

 

7.1.1 電気事業法令に基づく規制 

(1)概要 

電気は､その利用に当たり簡便である反面､その取扱い方によっては感電､漏電による危険､その

他障害を誘発し､公共の安全を侵害するおそれがある｡電気設備から生ずるこれらの危険又は障害

の予防に当たっては､設備の所有者又は占有者(設置者)が保安に関し充分な管理をすることはも

ちろんであるが､それだけでは公共の安全を期し難く､電気事業法では､電技の適合を義務づける

とともに､設備の規模､内容によってその管理体制を一般用電気工作物､自家用電気工作物及び電

気事業用工作物の 3つに区分して､それぞれの保安確保に対処している｡ 

 

(2)電気工作物の定義 

電気事業法において､電気保安上から種々の規制を受ける電気工作物の範囲は､電気事業法第 2 

条により､次のように定義されている｡ 

電気工作物とは､発電所から需要設備の末端に至るまで強電流の電気機器及び発電用のダム､ 

水路､貯水池などの工作物すべてを指している｡ 電話線など弱電流電気工作物はこの法律が強電

流電気工作物を取締りの対象としているので､この趣旨から､電気工作物の範囲から除かれると解

釈されている｡ 

また､電気事業法施行令第 1 条に基づき①鉄道､軌道等の車両､搬器､②船舶､③自動車､④航空機

等に設置される電気設備は電気工作物からは除かれる｡ただし､この扱いを受けるものは､①から

④までの車両などの中で電気を使用するものに限られる｡外部にある電気設備へ電気を供給する

発電車､変電車などは電気工作物となる｡その他､30〔V〕以上の電気設備に電気的に接続されてい

ないものも電気工作物から除かれる｡ 

 

(3)電気工作物の種類 

電気工作物は､その範囲が法律上明確にされているが､電気工作物の保安を考える場合に､電気

工作物を電気事業用電気工作物､自家用電気工作物及び一般用電気工作物の 3 種類に分類して､そ

れぞれこの電気工作物の実態に合わせた保安規制が行われている｡図 7.1-1 に電気工作物の種類を

示す｡ 
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図 7.1-1  電気工作物の種類 

 

(a)電気事業用電気工作物 

電気事業用の電気工作物は､電力会社などが電気を供給する事業のために使う工作物のことで､

｢ 電気事業の用に供する電気工作物をいう｣と定義されている(電気事業法第 38 条)｡ つまり､需

要家の設備と電力会社の設備との分界点から電源側の設備はすべて電気事業用電気工作物といえ

る｡ 

 

(b)自家用電気工作物 

自家用電気工作物とは電気事業用電気工作物及び一般用電気工作物以外の電気工作物をいうと

定められている(電気事業法 38 条)｡ 一般的に工場･ビル等であるが､具体的に示すと次のように

なる｡ 

① 高圧需要家の電気工作物 

② 特別高圧で受電する需要家の電気工作物 

③ 構外にわたる電線路(受電のための電線路は除く)を有する需要家の電気工作物 

④ 小出力発電設備の容量を超える設備( 非常用予備発電設備を含む)のある需要家の電気工

作物 

⑤ 火薬類(煙火を除く)を製造する事業場の電気工作物 

⑥ 石炭鉱山保安規制が適用される甲種又は乙種の石炭鉱山であって､ 特に危険性が多いと指

定されているもの 

すなわち､自家用電気工作物とは､ 電気工作物による災害が発生しやすく､ また、発生した場合

に大きな被害が予想されると思われる所の電気工作物を指しているのである｡ 

このような場所に対しては､次に述べる主任技術者の選任や保安規程の作成など､一般用電気工

作物に比較して､電気保安確保のため､万全の体制を整えることを義務づけている｡ 

  

(電気使用者側の施設) 

事業用電気工作物 

電気事業用電気工作物 

電気工作物 

自家用電気工作物 

一般用電気工作物 
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(c) 一般用電気工作物 

一般用電気工作物と前項の自家用電気工作物とは､ともに需要家の電気設備であるが､その規模

の大きさや危険性から分けられているものである｡ 

一般用電気工作物は､主に一般の住宅や小規模商店などの電気設備で､次の条件に合うものと定

義されている｡ 

① 600〔V〕以下で受電するもの｡ 

② 受電の場所と同一の構内(これに準ずる区域内を含む) で､ その受電した電力を使用する

ための電気工作物｡ 

③ 受電用の電線路以外は､構外の電線路と接続されないもの｡ 

ただし､① から③の場合でも､ 次の電気工作物が設置されている場合には､ 一般用電気工作物

には該当しない｡ 

・小出力発電設備の容量を超える発電設備が設置されているもの 

・爆発性又は引火性の物が存在するため､電気工作物による事故が発生するおそれが多い場所

であって､電気事業法施行規則第 48 条第 1 項で規定するものに設置されているもの 

 

表 7.1-1  一般用電気工作物と自家用電気工作物との区分 

設備   発電設備   

 

配電 

線路 

 需要 

設備 
太陽電池 風力 

水力(ダムを伴う

ものを除く) 
内燃力 燃料電池 

  50〔kW〕 50〔kW〕 20〔kW〕 20〔kW〕 10〔kW〕 10〔kW〕 10〔kW〕 10〔kW〕 10〔kW〕 10〔kW〕 

電圧  未満 以上 未満 以上 未満 以上 未満 以上 未満 以上 

区分            

低圧 一般用 一般用 自家用 一般用 自家用 一般用 自家用 一般用 自家用 一般用 自家用 自家用 

高圧･ 

特高 
自家用 自家用 自家用 自家用 自家用 自家用 自家用 自家用 自家用 自家用 自家用 自家用 

 

(注) (1)一般用とは一般用電気工作物､自家用とは自家用電気工作物をいう｡ 

(2) 低圧需要設備のうち､火薬類(煙火を除く)を製造する事業場､甲種乙種炭鉱にあって告示に該当する ものは一般用電気工作

物から除かれる｡ 

(3) 出力 20〔kW〕未満の風力発電設備、出力 50〔kW〕未満の太陽電池及び出力 10〔kW〕未満の水力･内燃力・燃料電池発電設

備を小出力発電設備という｡ 

(4) 同一の構内に設置する発電設備と電気的に接続され､それらの設備の出力の合計が 20〔kW〕以上となるも のは一般用電気

工作物から除かれる｡ 
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表 7.1-2 電力関係届出書及び申請書一覧 

電   気   工   作   物   の   区   分 

一般用電気工作物  自  家  用  電  気  工  作  物 

600[V]以下で受

電するものの新

設・増設工事(た

だし、火薬類取

締法に規定する

火薬製造所、鉱

山保安規則が適

用される炭鉱は

自家用電気工作

物となる。) 

 

 

 

電力会社への申

請:電気使用申

込書(電灯電力、

定額電灯、公衆

街灯、従量電

灯)、臨時電気使

用 申 込 書 ( 電

灯・電力) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自家用電気工作物の規模 

 

 

 

 

 

 

届出及び申請書の種類 

需要設備の設置及び変更の工事 

受 電 電 圧 が

10,000[V]未満の需

要設備 

受 電 電 圧 が

10,000[V]以上の需

要設備 

非常用発電設備のうち、燃料の

消費能力が重油換算 50[l/h]

以上のガスタービン、ディーゼ

ル機関発電設備等(大気汚染防

止法の規定による) 

 

電

力

会

社 

自家用電気使用申込書 ○ ○ 1)工事計画届けが必要なもの 

① 設置又は改造であって、原

動機の出力の変更を伴うも

の 

② 上記設備に付属する煤煙処

理設備の設置又は改造であ

って、ばい煙処理能力の変

更を伴うもの 

 

2)使用前安全管理審査は無し 

 

3)公害関係特定報告書が必要

なもの 

① ばい煙発生施設に該当する

電気工作物を設置する場合

又はその使用の方法であつ

てばい煙量、ばい煙濃度若

しくは煙突の有効高さに係

るものを変更する場合。 

② 現に設置している電気工作

物がばい煙処理設備となっ

た場合。(30 日以内) 

③ ばい煙発生施設を設置する

者の氏名若しくは法人にあ

っては代表者の氏名に変更

があった場合。 

④ ばい煙発生施設を廃止した

場合。 

 

 

 

経

済

産

業

局 

 

 

 

新

設

す

る

と

き 

 

主

任

技

術

者 

主任技術者選任届

出書 

 

 

○ ○ 

主任技術者選任許

可申請書 

(有資格者以外を

選任する場合) 

○ 

500[kW]未満、第二

種電気工事士免状

等 で の 許 可 は

100[kW]未満 

－ 

主任技術者兼任承

認申請書 

(兼任する場合) 

 

○ 

2000[kW]以下、5 箇

所以下 

○ 

2000[kW]以下、5 箇

所以下 

保安管理外部委

託承認申請書 

(外部委託する場

合) 

○ 

7000[V]以下で受電

する需要設備 

 

－ 

保安規程届出書 

 

 

○ ○ 

工事計画(変更)届出書 

 

 

－ ○ 

安全管理審査申請書 

 

 

－ ○ 
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(4)電気事業法関係の政省令 

電気事業法関係の政省令は図 7.1-2 に示すとおりであるが､このうち主なものを以下に示す｡ 

電気事業法施行令 :電気事業法から適用除外される電気工作物の範囲､経済産業大臣が電気

の使用を制限しうる範囲及び受電の制限をしうる範囲などについて定め

ている｡ 

 

電気事業法施行規則 :電気事業者の供給する電気の電圧や周波数の維持すべき範囲､電気工

作物を設置や変更する場合の許認可手続､電気主任技術者の選任の方法

などについて定めている｡また､後に述べる電気工作物の種類などについ

ても規則に定められている｡ 

 

電気事業法の規定に基づく主任技術者の資格等に関する省令 : 主任技術者の資格､電気主任

技術者国家試験の試験科目､受験手続などについて定めている｡ 

 

電気関係報告規則 :電気事業者及び自家用電気工作物設置者の定期的報告及び電気事故の報

告などについて定めている｡ 

 

電気設備に関する技術基準を定める省令   : 電気工作物による人体に対する危害の防止､物

件に対する損害の防止､ 他の物件の機能に対する損害の防止､ 他の物件

に対する電気的･磁気的障害の防止などを行うために定められているも

ので､ これは､電気工事士が電気工事を行う際に守らなければならない

基準であって､最も重要なものである｡ 

 
法 政令 省令 

電気事業法 電気事業法施行令 電気事業法施行規則 

  電気事業会計規則 

  渇水準備引当金に関する省令 

  電気関係報告規則 

  発電水力流量測定規則 

  電気事業法の規定に基づく主任技術者の資格等に関する省令  

  電気設備に関する技術基準を定める省令 

  発電用水力設備に関する技術基準を定める省令  

  発電用火力設備に関する技術基準を定める省令 

  発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令  

  発電用核燃料物質に関する技術基準を定める省令  

  発電用風力設備に関する技術基準を定める省令 

  電気工作物の溶接に関する技術基準を定める省令  

  電気使用制限等規則 

 
 

 
図 7.1-2  電気保安に関する主な法令の体系 
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(5) 自家用電気工作物に対する規則 

自家用電気工作物に関する規制目的は､保安の確保及び唯一の国産エネルギーである発電用水

力の有効利用であり､このほかに電気事業の運営との関連において受電制限の規定が設けられて

いる｡ 

電気工作物の保安とは､狭義には感電･漏電事故の防止､誘導障害･電波障害の防止､ダム操作に

よる障害の防止､鉄塔倒壊､ボイラの爆発火災などの防止であるが､電気事業法の目的にもあるよ

うに､ばい煙の発生､ 騒音の発生などの電気工作物に起因する公害の防止なども含めており､更に

広範囲､長時間の停電事故は､社会生活の安全に重大な影響を与えるので､その原因となる電気工

作物の事故及び自家用電気工作物からの事故の波及の防止も電気保安に含むものとして取り扱っ

ている｡ 

電気事業法に基づく自家用電気工作物の保安体制を図 7.1-3 に示し､ その項目の概要を(a)～

(g) に述べる｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.1-3  自家用電気工作物の保安体制 

 

自家用電気工作物 

自主保安体制 技術基準の維持義務 (法 39 条) 

保安規定の作成・遵守 (法 42 条) 

主任技術者の選任 (法 43 条) 

法定自主検査 (法 50 条の 2,52,55 条) 

国の直接監督 工事計画の届出 (法 47,48 条) 

安全管理審査 

使用開始届出 

事故その他報告義務 

立入検査・改善命令 

自家用電気工作物のうち、最大電力 500〔kW〕未満の需要設備は電

気工事士法及び電気工事業法による電気工事に係わる規制 

(法 50 条の 2,52,55 条) 

(法 53 条) 

(法 106 条) 

(法 107 条) 
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(a)技術基準の維持義務 

自家用電気工作物設置者あるいは占有者には､ その電気工作物を経済産業省令で定める技術基

準に適合するよう常に維持する義務が課せられており､もし守られていないときは､技術基準適合

命令が出される｡(電気事業法第 39,40 条) 

 

(b)保安規程の作成義務及び遵守義務 

電気事業者及び自家用電気工作物設置者は､電気工作物の工事･維持及び運用に関する保安を確

保するため､保安規程を定め､事業の開始前に､ 経済産業大臣に届出なければならない｡これを変

更したときも同様である(電気事業法第 42 条)｡  

保安規程の目的は事業の種類や規模に応じて､最も適した保安体制を確立することにある｡保安

規程に定めるべき事項は､次のとおりである(電気事業法施行規則第 50 条)｡  

① 事業用電気工作物の工事･維持又は運用に関する業務を管理する者の職務及び組織に関す

ること 

② 事業用電気工作物の工事･維持又は運用に従事する者に対する保安教育に関すること 

③ 事業用電気工作物の工事･維持又は運用に関する保安のための巡視･点検及び検査に関す

ること 

④ 事業用電気工作物の運転又は操作に関すること 

⑤ 発電所の運転を相当期間停止する場合における保全の方法に関すること 

⑥ 災害その他非常の場合にとるべき措置に関すること 

⑦ 事業用電気工作物の工事・維持及び運用に関する保安についての記録に関すること 

⑧ 事業用電気工作物の法定自主検査に係る実施体制及び記録の保存に関すること 

⑨ その他事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安に関し必要な事項 

電気事業者､自家用電気工作物設置者及びその従事者には､ 保安規程の遵守義務が課されてお

り､ 経済産業大臣は､保安確保のため必要があるときは､ 保安規程の変更を命ずることができる

(電気事業法第 42 条)｡  

 

(c)主任技術者の選任義務 

自家用電気工作物設置者は､その自家用電気工作物の工事､維持及び運用に関する保安の監督を

させるため､定められた方法により主任技術者を選任し､届け出なければならないとされており､ 

主任技術者は､原則として有資格者の中から選任しなければならず､ その資格は､その監督する電

気工作物の種類に応じて､次の 3種類に分類されている｡ 

① 電気主任技術者免状(第一種､第二種､第三種)の交付を受けている者 

② ダム水路主任技術者免状(第一種､第二種)の交付を受けている者 

③ ボイラ、タービン主任技術者免状(第一種､第二種)の交付を受けている者 

このうち､ 主任技術者は､ その免状に応じて保安の監督をすることができる範囲を示すと、表

7.1-3 のとおりである｡ 
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表 7.1-3  主任技術者の免状の種類と保安範囲 (電気事業法施行規則第 56 条) 

主任技術者の免状の種類 保安の監督をすることができる範囲 
①第 1種電気主任技術者免状 事業用電気工作物の工事、維持及び運用(④､ ⑥に掲げるも

のは除く) 
②第 2種電気主任技術者免状 電圧 170〔kV〕未満の電気工作物の工事･維持及び運用(④､ ⑥

に掲げるものを除く) 
③第 3種電気主任技術者免状 電圧 50〔kV〕未満の事業用電気工作物（出力 5000kW 以上の

発電所を除く。）の工事、維持及び運用(④又は⑥に掲げるも
のを除く) 

④第 1種ダム水路主任技術者免状 水力設備（小型のもの又は特定の施設内に設置されるもので
あって別に告示するものを除く）の工事、維持及び運用（電
気的設備に係るものを除く。） 

⑤第 2種ダム水路主任技術者免状 水力設備(小型のもの又は特定の施設内に設置されるもので
あって別に告示するもの又はダム･導水路･サージタンク及
び放水路を除く)､ 高さ 70〔m〕未満のダム並びに圧力 588
〔kPa〕未満の導水路･サージタンク及び放水路の工事･維持
及び運用( 電気的設備に係わるものを除く) 

⑥第 1 種ボイラ･タービン主任技術者
免状 

火力設備（小型の気力を原動力とするものであって別に告示
するもの、小型のガスタービンを原動力とするものであって
別に告示するもの及び内燃力を原動力とするものを除く。）、
原子力設備及び燃料電池設備（改質器の最高使用圧力が 98
〔kPa〕以上のものに限る。）の工事、維持及び運用（電気的
設備に係るものを除く。） 

⑦第 2 種ボイラ･タービン主任技術者
免状 

火力設備（汽力を原動力とするものであって圧力 5880〔kPa〕
以上のもの及び小型の気力を原動力とするものであって別
に告示するもの、小型のガスタービンを原動力とするもので
あって別に告示するもの及び内燃力を原動力とするものを
除く。）、圧力 5880〔kPa〕未満の原子力設備及び燃料電池設
備（改質器の最高使用圧力が 98〔kPa〕以上のものに限る。）
の工事、維持及び運用（電気的設備に係るものを除く。） 

 

(d) 工事計画の事前届出 

自家用電気工作物の工事のうち､保安上重要なものについては､その工事の計画、変更について､

工事着手の 30 日前までに届け出てからでなければ工事を行ってはならない｡需要設備及び公害関

係施設に関して事前届出を要する工事は表 7.1-4 のとおりである｡ 

 

表 7.1-4  事前届出の工事(電気事業法施行規則 別表第 2に規定されるもの) 

工事の種類 事前届出を要するもの 
需要設備 
(鉱山保安法
が適用される
ものを除く｡) 

１ 設置の工事 受電電圧 10,000[V]以上の需要設備の設置 
２ 変更の工事であって､次の設

備に係るもの 
(1)遮断器 

１ 他の者が設置する電気工作物と電気的に接続す
るための遮断器（受電電圧 10,000[V]以上の需要
設備に属するものに限る。）であって、電圧
10,000[V]以上のものの設置 

２ 他の者が設置する電気工作物と電気的に接続す
るための遮断器（受電電圧 10,000[V]以上の需要
設備に属するものに限る。）であって、電圧
10,000[V]以上のものの改造のうち、20%以上の
遮断電流の変更を伴うもの 

３ 他の者が設置する電気工作物と電気的に接続す
るための遮断器（受電電圧 10,000[V]以上の需要
設備に属するものに限る。）であって、電圧
10,000[V]以上のものの取替え 
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表 7.1-4  事前届出の工事(続き) (電気事業法施行規則 別表第 2に規定されるもの) 

工事の種類 事前届出を要するもの 
需要設備 
(鉱山保安
法が適用さ
れるものを
除く｡) 

(2) (1)の機器以外の機器（計器用
変成器を除く。） 

１電圧 10,000[V]以上の機器であって、容量
10,000[kVA]以上又は出力 10,000[kW]以上のも
のの設置 

２電圧 10,000[V]以上の機器であって、容量一万キ
ロボルトアンペア以上又は出力 10,000[kW]以上
のものの改造のうち、20%以上の電圧の変更又は
20%以上の容量若しくは出力の変更を伴うもの 

３電圧 10,000[V]以上の機器であって、容量
10,000[kVA]以上又は出力 10,000[kW]以上のも
のの取替え 

 
(3)電線路 １電圧 50,000[V]以上の電線路の設置 

２電圧 100,000[V]以上の電線路の 1 km 以上の延長 
３電圧 100,000[V]以上の電線路の改造であって、

次に掲げるもの 
 （１）電圧の変更（昇圧に限る。）を伴うもの 
 （２）電気方式又は回線数の変更を伴うもの 
 （３）電線の種類又は一回線当たりの条数の変更

を伴うもの 
 （４）20%以上の電線の太さの変更を伴うもの 
 （５）支持物に係るもの 
 （６）地中電線路の布設方式の変更を伴うもの 
４ 電 圧 100,000[V] 未 満 の 電 線 路 の 電 圧 を

100,000[V]以上とする改造 
５電圧 100,000[V]以上の電線路の左右 50m 以上の

位置変更 

 

表 7.1-4  事前届出の工事(続き) (電気事業法施行規則 別表第 4に規定されるもの) 

工事の種類 事前届出を要するもの 
1 大気汚染防止法（昭和四十三年法律第九十七
号）第二条第二項に規定するばい煙発生施設
に該当する電気工作物に係る工事 

１ 水力発電所におけるダムに附属する洪水吐きゲ
ート操作用予備動力設備の設置又は改造であっ
て原動機の出力の変更を伴うもの 

２ ガスタービン又は内燃機関の設置又は改造であ
って燃料の燃焼能力若しくは燃料の種類の変更
を伴うもの 

３ 火力発電所における微粉炭燃焼機器に係る乾燥
機の設置又は改造であって乾燥能力の変更を伴
うもの 

４ 燃料電池発電設備に係る改質器の設置又は改造
であってバーナーの燃料の燃焼能力若しくは燃
料の種類の変更を伴うもの 

５ 発電所におけるボイラ又は独立過熱器の改造で
あって伝熱面積又はバーナーの燃料の燃焼能力
若しくは燃料の種類の変更を伴うもの 

６ 発電所における廃棄物焼却炉の設置又は改造で
あって焼却能力の変更を伴うもの 

７ 非常用予備発電装置又は非常用予備動力装置の
設置又は改造であって原動機の出力の変更を伴
うもの 
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表 7.1-4  事前届出の工事(続き) (電気事業法施行規則 別表第 4に規定されるもの) 

 事前届出を要するもの 
２ 大気汚染防止法第 2 条第 3 項に規定する

ばい煙処理施設に該当する電気工作物に
係る工事 

１ 次に掲げる設備に附属するばい煙処理設備の
設置、改造であってばい煙処理能力の変更を伴う
もの又は廃止 

（１）ボイラ 
（２）ガスタービン 
（３）内燃機関 
（４）火力発電所における微粉炭燃焼機器に係る乾

燥機 
（５）発電所における廃棄物焼却炉 
（６）非常用予備発電装置 
（７）非常用予備動力装置 
（８）ガス化炉設備 
２ 次に掲げる設備に附属する通風設備の設置、改

造又は廃止であって、煙突の種類、出口における
ガスの速度、温度若しくは大気汚染防止法第六条
第二項に規定するばい煙濃度、口径、地表上の高
さ又は排出ガス量の変更を伴うもの 

（１）ボイラ 
（２）独立過熱器 
（３）ガスタービン 
（４）内燃機関 
（５）ばい煙処理設備 
（６）燃料電池発電設備に属する改質器 
（７）発電所における廃棄物焼却炉 
（８）非常用予備発電装置 
（９）非常用予備動力装置 

３ 大気汚染防止法第2条第10項に規定する
一般粉じん発生施設に該当する電気工作
物に係る工事 

１ 火力発電所における運炭機及び灰じん輸送装
置の設置若しくは改造であって運搬能力の変更
を伴うもの又はこれに係る粉じん防止設備（一般
粉じん発生施設から飛散する粉じんを防止する
ための設備をいう。）の設置若しくは改造であっ
て粉じん飛散防止の能力の変更を伴うもの若し
くは廃止 

２ 火力発電所における貯炭場若しくは灰じんの
堆積場の設置若しくは改造であって堆積能力の
変更を伴うもの又はこれに係る粉じん防止設備
の設置若しくは改造であって粉じん飛散防止能
力の変更を伴うもの若しくは廃止 

３ 火力発電所における破砕機、粉砕機又は摩砕機
の設置若しくは改造であって能力の変更を伴う
もの又はこれに係る粉じん防止設備の設置若し
くは改造であって粉じん処理能力の変更を伴う
もの若しくは廃止 
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表 7.1-4  事前届出の工事(続き) (電気事業法施行規則 別表第 4に規定されるもの) 

事前届出を要するもの  
４ ダイオキシン類対策特別措置法（平

成 11 年法律第 105 号）第 2 条第 2 項
に規定する特定施設に該当する電気
工作物に係る工事 

１ 発電所における廃棄物焼却炉の設置又は改造で
あって焼却能力の変更を伴うもの 

２ 廃棄物焼却炉から発生するガスを処理する施設
のうち次に掲げるもの及び当該廃棄物焼却炉に
おいて生ずる灰の貯留施設であって汚水又は廃
液を排出するものの設置又は改造であって汚水
又は廃液の排出量の変更を伴うもの 

（１）廃ガス洗浄施設 
（２）湿式集じん施設 

５ 水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第
138 号）第 2 条第 2 項に規定する特定
施設に該当する電気工作物を設置す
る事業場の電気工作物に係る工事 

  廃ガス洗浄施設（水質汚濁防止法第 2 条第 2 項
に規定する特定施設に該当するものに限る。）若
しくはこれに係る設備の設置又は改造であって、
構造、使用の方法、汚水等の処理の方法、排出水
の汚染状態若しくは量（水質汚濁防止法第 4条の
5第 1項に規定する指定地域内事業場に係る場合
にあっては、排水系統別の汚染状態若しくは量を
含む。）、同法第二条第七項に規定する特定地下浸
透水の浸透の方法又は用水若しくは排水の系統
の変更を伴うもの 

６ 騒音規制法（昭和 43年法律第 98 号）
第2条第1項に規定する特定施設に該
当する電気工作物（同法第 3条第 1項
の規定により指定された地域内に設
置するものに限る。）を設置する事業
場の電気工作物に係る工事 

  発電所、変電所、送電線路、電力用保安通信設
備、需要設備若しくはこれらの設置のための事業
場における空気圧縮機、送風機、通風機、破砕機、
粉砕機若しくは摩砕機（騒音規制法第 2条第 1項
に規定する特定施設に該当するものに限る。）の
設置又はこれらに係る騒音防止設備の廃止若し
くは改造であって騒音防止の能力の減少を伴う
もの 

７ 振動規制法（昭和 51年法律第 64 号）
第2条第1項に規定する特定施設に該
当する電気工作物（同法第 3条第 1項
の規定により指定された地域内に設
置するものに限る。）を設置する事業
場の電気工作物に係る工事 

  発電所、変電所、送電線路、電力保安用通信設
備、需要設備若しくはこれらの設置のための事業
場における圧縮機、破砕機、粉砕機若しくは摩砕
機（振動規制法第二条第一項に規定する特定施設
に該当するものに限る。）の設置若しくは改造で
あって能力の変更を伴うもの又はこれらに係る
振動防止設備の廃止若しくは改造であって振動
防止の能力の減少を伴うもの 

８ 鉱山保安法（昭和 24年法律第 70 号）
第2条第2項に規定する鉱山に属する
工作物（海域にあり、定置式のものに
限る。）に設置する電気工作物に係る
工事 

  内燃機関（ディーゼル発電機に限る。）の設置又
は改造であって、1973 年の船舶による汚染の防
止のための国際条約に関する 1978 年の議定書に
よって修正された同条約附属書六第三章第十三
規則（１）及び（２）（ａ）の要件を満たすもの 
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(e)使用前安全管理審査 

工事計画の事前届出(変更届出を含む)を受理された電気工作物の工事が完成し､これを使用しよ

うとする場合には使用前自主検査を行い、その結果を記録しておかなければならない｡また、使用

前自主検査の実施に係る体制について、「使用前安全管理審査申請書」を提出して、審査を受けな

ければならない。ただし､下記のものについては、申請をする必要はない｡ 

① 出力三万キロワット未満であってダムの高さが 15 メートル未満の水力発電所（送電電圧

17 万ボルト以上の送電線引出口の遮断器（需要設備と電気的に接続するためのものを除く。

次号において同じ。）を伴うものにあっては、当該遮断器を除く。）  

② 内燃力を原動力とする火力発電所（送電電圧 17 万ボルト以上の送電線引出口の遮断器を

伴うものにあっては、当該遮断器を除く。）  

③ 変更の工事を行う発電所又は変電所に属する電力用コンデンサ  

④ 変更の工事を行う発電所又は変電所に属する分路リアクトル又は限流リアクトル  

⑤ 非常用予備発電装置  

⑥ 大気汚染防止法､騒音規制法､ 振動防止法等から規定される設備 

⑦ 試験のために使用する事業用電気工作物 

 

(f)使用前開始届け 

工事を伴わず､例えば譲り受けや借り受けによって自家用電気工作物設置者となり､その自家用

電気工作物の使用を開始する場合､あるいは事前届出を要しない小規模な需要設備の新設工事が

完成した場合などは､その自家用電気工作物の使用の開始後､遅滞なく所轄経済産業局長に対して

使用開始届けを提出しなければならない｡ 

 

(g)事故､その他の報告義務 

自家用電気工作物設置者は､自家用発電所運転実績などの定期報告､発電所の出力の変更などの

報告､事故報告､あるいは公害発生施設の設置･変更に関する届出などを行わなければならない｡ 

なお､電気事故について､自家用電気工作物設置者が報告を要するものを次に示す｡ 

報告を要する電気事故 

・感電又は破損事故、電気工作物の誤操作などによる死傷事故 

・電気火災事故(工作物にあっては、その半焼以上の場合に限る) 

・破損事故又は電気工作物の誤操作などにより、公共の財産に被害を与え、公共施設等の使用

を不可能にさせた事故、又は社会的に影響を及ぼした事故 

・主要電気工作物の損壊事故 
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7.1.2 経済産業局関係手続（電気事業法関連） 

(1)概要 

自家用電気工作物を設置する場合､その設置者が保安規程を制定し､主任技術者を原則として主

任技術者免状を有するもののうちから選任して､保安規程とともに所轄経済産業局長へ届け出るこ

とを義務づけ､設置者も従業者も一体となって保安規程を遵守し､主任技術者の周到な監督業務に

よって､電気工作物の工事､維持及び運用の自主保安を全うさせようとするもので､監督官庁への手

続等は極力簡素化されている｡ 

しかしながら､自家用電気工作物の種類､規模､ 危険度等の見地から､その手続は必ずしも画一的

ではなく､実態に則した法規制がなされている｡ 

以下その手続の概要を記述するが､その本質はあくまでも保安の確保が主体であり､公共の安全

に関連する重要な行政手続であることを深く認識し､遺漏がないようにしなければならない｡なお､

水力発電設備については､別途協議が必要となる｡ 

(2)経済産業局の届出 

経済産業局の届出を行う書類の一覧を需要設備の規模により表 7.1-5、表 7.1-6 に示す｡また､手

続フローを図 7.1-4、図 7.1-5 に示し､その様式及び記載例を様式 7.1-1、様式 7.1-2 に示す｡ 
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表 7.1-5  受電電圧 10,000V 未満の需要設備の新設時の届出一覧 

届出書類名称(添付書類を含
む) 

提出先(提
出部数) 

提出者 提出時期 関係法令 参 照 

１．保安規程届出書 所轄経済
産業局(1) 

設置者 工事着手前 電気事業法 42 条同施
行規則 50 条､51 条 

様式7.1-1  

２．主任技術者選任届出書
（ 特別の許可又は承認の申 
  請） 

所轄経済
産業局(1) 

設置者 工事着手前 電気事業法 43 条 
同施行規則 52～55 条 

様式7.1-2  

 

表 7.1-6  受電電圧 10,000 Ｖ以上の需要設備の新設時の届出一覧 

届出書類名称（添付書類を含
む） 

提出先（提
出部数） 

提出者 提出時期 関係法令 参 照 

１．保安規程届出書 所轄経済
産業局(1) 

設置者 工事着手前 電気事業法 42 条 
同施行規則 50 条、51 
条 

様式 7.1-1  

２．主任技術者選任届出書 所轄経済
産業局(1) 

設置者 工事着手前 電気事業法 43 条 
同施行規則 52～55 条 

様式 7.1-2  

３．工事計画届出書 
イ.工事計画書 
ロ.三相短絡容量計算書 
ハ.工事工程表 
ニ.主要設備の配置の状 
況及び受電点の位置 

   を明示した平・断面図 
ホ.単線結線図 
ヘ.受電用遮断器の取付 

   図 

所轄経済
産業局(1) 

設置者 工事着手の
30 日前 

電気事業法 48 条 
同施行規則 65～66 条 

  

４．安全管理審査申請書 所轄経済
産業局(1) 

設置者 受電開始予
定日の 1～2 
カ月前 

電気事業法 50 条 
同施行規則 73 条 
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   注)       は各種届出を示す。 

図 7.1-4  受電電圧 10,000V 未満の需要設備の手続図 

  

電気主任技術者の選任 

保安規程の作成 

受理 

工事着手 

工事完成 

自主検査 

使用開始 

電気主任技

術者の変更 
最大電力の

変更 
事故 廃止 設置者の変更 

選任又は解

任の届出 
変更届出 報告 報告 報告 保安規程の届出 

主任技術者の手続 

電気主任技術者 

受理 許可 承認 承認 

選任 
届出 

選 任 許

可申請 
兼 任 承

認申請 

保安管理外部

委託承認申請 

1,000[kW]を 

前後するとき 

保安規程の届出 

保安規程の

変更 
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   注)       は各種届出を示す。 

図 7.1-5  受電電圧 10,000V 以上の需要設備の手続図 

受理 

工事計画の変更 

工事着手 

主任技術者

の変更 
保安規程の

変更 
電気工作物

の変更工事 
事故 廃止 設置者の変更 

選 任 又 は

解 任 の 届

出 

変更届出 報告 報告 報告 保安規程

の届出 
主任技術

者の手続 
1,000[kW]を 

前後するとき 

保安規程の

作成 

保 安 規 程

の届出 

主任技術者の選任 

工 事 計 画 の 届 出

(工事着工の 30 日前まで) 

工事の計画 
電気主任技術者の選任 

工事計画変更届出 

工事完成 

使用前自主検査 

使用開始 

使用前安全管理審査申請 

使用前安全管理審査 

一部使用承認申請 
(完成した部分を使用しなければ 

ならない特別の理由がある場合) 

承認 
(検査を行なう場合がある) 

電気主任技術者 

選任届出 

使用開始

届出 

最大電力の

変更 

報告 

制限付使用 

工事一部完成 
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様式 7.1-1 保安規程届出書 

様式第４１ 

保 安 規 程 届 出 書 
 

平成  年  月  日 
関東東北産業保安監督部長 殿 

住 所 ○○県○○市○○町○○番地 
氏 名 ○○○○株式会社  

代表取締役 ○ ○ ○ ○ ○  印 
 

電気事業法第４２条第１項の規定により別紙のとおり保安規程を定めたので届け出ます。 

 

 

様式 7.1-2 主任技術者選任又は解任届出書 

様式第４６ 

主任技術者選任又は解任届出書 
 

平成  年  月  日  
関東東北産業保安監督部長 殿 

住 所 ○○県○○市○○町○○番地 
氏 名 ○○○株式会社         

代表取締役 ○ ○ ○ ○ ○   印   
 

次のとおり主任技術者の選任又は解任をしたので、電気事業法第４３条第３項の規定により届け出ま

す。 
 

主 任 技 術 者 を 選 任 又 は 解 任 
し た 事 業 場 の 名 称 及 び 所 在 地 

○○○○株式会社 
○○県○○市○○町○○番地 

選
任
し
た 
主
任
技
術
者 

氏 名 及 び 生 年 月 日  ○○ ○○ 昭和○年○月○日生 

住             所  ○○県○○市○○町○○番地 

主 任 技 術 者 免 状 の 種 類 及 び 番 号  第○種電気主任技術者免状 第○○○○号 

主 任 技 術 者 が 主 任 技 術 者 の 職 務

以 外 の 職 務 を 行 っ て い る と き

は、その職務の内容 

専任 

主任技術者の監督に係る電気工作物の概要  需要設備 
受電電圧○○○○V 
最大電力○○○○kW  

選 任 年 月 日  平成○○年○○月○○日 

解 
任
し
た
主
任
技
術
者 

氏 名 及 び 生 年 月 日  ○○ ○○ 昭和○年○月○日生 

住             所  ○○県○○市○○町○○番地 

主 任 技 術 者 免 状 の 種 類 及 び 番 号  第○種電気主任技術者免状 第○○○○号 

解 任 年 月 日  平成○○年○○月○○日 
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7.1.3 電力会社等への手続 

(1)概要 

電気工作物を新設し、又は、増設して電気を使用する場合は、電力会社等との需給契約である

「電気供給規程」等に基づき、次の事項を明らかにして所定の手続を行うことが必要である。なお、

一般電力会社 10 社以外の「特定規模電気事業者」と需給手続を行うものは別の手続によることと

する。 

契約種別  

契約電流供給電気方式  

契約容量需給地点  

契約電力需給場所  

業種供給電圧  

用途契約負荷設備  

使用開始希望日契約受電設備  

使用期間及び料金の支払方法 

なお、電力会社から供給を受ける配電線の諸条件によって、電圧降下対策の検討が必要になる

場合があり、詳細は 7.1.4 項を参照されたい。 

 

(2)電力会社の届出 

一般用電気工作物及び自家用電気工作物の届出を行う書類の一覧を表 7.1-7 に示す。 

 

(3)申込みから需給開始までの手続 

申込みから需給開始までの一般用電気工作物の手続フローを図 7.1-6 に、その様式及び記載例

を様式 7.1-3、様式 7.1-5 に示し、自家用電気工作物の手続フローを図 7.1-7 にその様式及び記載

例を様式 7.1-4、様式 7.1-6、様式 7.1-7、様式 7.1-8、様式 7.1-9、様式 7.1-10、様式 7.1-11、

様式 7.1-12 に示す。 

なお、具体的な様式など詳細は電力会社により異なるが、ここでは東京電力に対する手続内容

を例として示している。ただし、様式 7.1-6～様式 7.1-11 は東北電力の例である。 
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表 7.1-7 電力会社関係の届出一覧 

［東京電力の例］ 

 

項 
目 

提出書類及び添付図書 
提出先 

（提出部数） 
提出者 提出時期 法令関係 参照 

一
般 
用 
電 
気 
工 
作 
物
の
新
設 
・
増 
設 

臨
時
を
除
く 

○計画の窓口相談 
（大規模マンション等） 

電力会社と相
談 

需要家 計画の段階
（事前協議） 

  

○引込線関係協議票 電力会社(1) 設計者   様式 7.1-5 

○電気使用申込書 
（電灯、電力、定額電灯、公衆街路灯、
従量電灯） 

〃 (1) 
需要家 

 
電気供給
約款 

様式 7.1-3 
様式 7.1-5   

○連記式電灯使用申込書 〃 (1) 〃  〃  

○〃電力使用申込書 〃 (1) 〃  〃  

○〃時間帯別電力使用申込書 〃 (1) 〃  〃  

○電気工事設計図（電灯）（電力） 〃 (3) 工事会社    

○内線落成予定通知（電話又は口頭） 〃 (1) 〃 落成予定日
の確定時 

  

○自主検査報告書（電気工事検査記録
表） 

〃 (1) 電気工事
士 

   

      

自 
家 
用 
電 
気 
工
作
物 
の 
新
設
・
増
設 

契
約 
最 
大 
電 
力 
５ 
０ 
０ 
kW 
未
満 

○計画の窓口相談 
（中規模店舗・工場等） 

電力会社と相
談 

需要家 計画の段階
（事前協議） 

  

○自家用図面協議票 電力会社(1) 〃    

○自家用電気使用申込書 
高調波流出電流計算書 

〃 (1) 〃 工事着手前 
電気供給
約款 

様式 7.1-4 
様式 7.1-9  
様式 7.1-10  
様式 7.1-11  

○テレメータ設置に伴う覚書 需要家-電力会社 同左    

○遮断電流計算書 需 要 家(1) 電力会社 工事着手前   

○工事費負担金契約書 需要家-電力会社 同左    

○電気需給契約のご案内 需 要 家(1) 電力会社 工事着手前   

○内線落成予定通知（電話又は口頭） 電力会社(1) 需要家    

○自主検査の検査成績書 〃 (1) 〃 送電前   

○送・受電確認書 〃 (1) 工事会社    

○開閉器操作申込書 〃 (1) 需要家    

契
約
最
大
電
力
５
０
０
ｋ
Ｗ
以
上 

○計画の窓口相談（大規模マンション等
（借室変電設備）） 

電力会社と相
談と協議 

需要家 計画の段階
（事前協議） 

  

○供給工事事前協議書 電力会社(1) 〃    

○自家用図面協議票 電力会社と協
議 

〃    

○自家用電気使用申込書 
① 自家用電気使用申込書（別紙 1,2,3） 
② 電気使用申込書添付資料 1,2 
③ 電力算出根拠計算書 
 

電力会社(3) 
〃 (3) 
〃 (3) 
〃 (3) 

需要家 工事着手前 電気供給
約款 

様式 7.1-6 
様式 7.1-7 
様式 7.1-8 
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表 7.1-7 電力会社関係の届出一覧(続き) 

項 
目 提出書類及び添付図書 

提出先 
（提出部数） 

提出者 提出時期 法令関係 参 照 

自
家
用
電 
気
工
作
物
の 
新
設
・
増
設 

契
約
最
大
電
力
５
０
０
ｋ
ｗ
以
上 

④ 高調波流出電流計算書 電力会社(1)  工事会社    

○遮断電流計算書 需 要 家(1)  電力会社 工事着手前  様式 7.1-12  

○テレメータ設置に伴う覚書 需要家-電力会社 同左    

○供給承諾書 需 要 家(1) 電力会社 工事着手前   

○電気需給契約書 需要家－電力
会社 (1) 

同左 供給承諾時 電気供給
約款同取
扱細則 9 

 

○工事費負担金契約書   〃  (1)   〃  電気供給
約款同取
扱 細 則
54  

 

○落成予定通知書 電力会社(1) 需要家 落成予定日
の確定時 

  

○自主検査の検査成績書   〃 (1)  〃 送電前   

○送・受電確認書   〃 (1) 工事会社    

○開閉器操作申込書   〃 (1) 需要家    
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図 7.1-6  一般用電気工作物の申込から送電までの事務運行の概要（従量・低圧電力・臨時電灯・臨時電力） 

設計完了連絡受付 

①電気使用申込書 

②電気工事設計図 

工事費負担金(臨時工事費)
過不足受領・支払 

需給開始 

需要家設備調査 

収入 

需要家設備工事
完了届出待ち 

需要家設備工事
完了受付 

供給工事の実施 

送電 

供給設備の設計 

技術協議 

申込受付 申込 

工事費負担金(臨
時工事費)の計算 

支払 

工事費負担金(臨時工事費)
精・清算 

(無償分) 

(有償分) 

需要家 電力会社(支社・営業所) 

需要家設備工事
施工 

(有償分) 
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図 7.1-7  自家用電気工作物の申込から受電までの事務運行の概要 

 
  

 

図面協議 

電気使用申込み 申込受付 

負担金清算 

1.自家用電気使用申込書 

2.関係図面書類 

3.高調波電流計算書 

4.電圧降下対策 

供給設備の 
調査・設計 

負担金の計算 

負担金の収入 

需給契約書の作成 

需給契約書の調印 

供給工事の施工 

需給開始 

送電 

供給承諾 

1.負担金の納入依頼 

2.保証金の預託依頼 

3.遮断電流の連絡 

承諾内容の確認 

1.「電気需給契約のご案内」により確認 

2.「供給承諾書」により確認 

負担金過不足受領・支払 

安全管理審査 

内線工事の施工 

官庁関係手続 

負担金の納入 

需要家 電力会社(支社・営業所) 

電気工作物落成予定

通知 

1.保安規定の届出 

2.主任技術者の選任 

3.工事計画書の届出(10,000V 以上の場合) 

・自家用電気工作物落成予定通知書 

 (10,000V 以上の場合) 

図面提出 
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様式 7.1-3  電気使用申込書（電力）(東京電力) 

 
 

※ 東京電力 HP より(平成 31 年 2 月時点)
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様式 7.1-4  自家用電気使用申込書（500kW 未満）-１(東京電力) 

 

 
  

※ 東京電力 HP より(平成 31 年 2 月時点)
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様式 7.1-5 電気使用申込書（新増設申込） (東京電力) 

 

  

※ 東京電力 HP より(平成 31 年 2 月時点)



第７章 参考資料 
 

7-26 
 

様式 7.1-6 電気使用申込書(500kW 以上)（東北電力） 
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様式 7.1-7 負荷設備(500kW 以上)（東北電力） 
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様式 7.1-8  受電設備、自家用発電設備 （500kW 以上） 
 
 
 
 
あｓｆさ fas 
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様式 7.1-9 電気使用申込書(500kW 未満)（東北電力） 
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様式 7.1-10 負荷設備(500kW 未満)（東北電力） 
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様式 7.1-11 契約受電設備、自家発電設備(500kW 未満)（東北電力） 
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様式 7.1-12  遮断電流計算書例（高圧）(東京電力) 

 

推奨定格遮断電流およびＢ種接地抵抗値について 
 

このたびは電気ご使用の申し込みをいただきありがとうございます。 
つきましては、お客様の推奨定格遮断電流および第Ｂ種接地抵抗値について下記のとおり 
ご案内申し上げます。 

東 京 電 力 株 式 会 社 

平成○年○月○日現在 
需要家名 ○○○○○○        殿 受電地点三相短絡電流 7  kA 

契約電力、電気方式 900  kW     3φ3W      6kV 推奨定格遮断電流 12.5  kA 

供給変電所、配電線路名 ○○ 変 電 所  ○○ 線 第Ｂ種接地抵抗値 15.7  Ω 

  遮断器の推奨遮断時間 5 サイクル以下 

計 算 資 料             ％インピーダンス（10,000kVA 基準） 

配 
 
 
 
 

電 
 
 
 
 

線 
 
 
 
 

路 

区
分 

電線種別 太さ 
亘長 
(km) 

％ｒ 
(km あたり) 

％ｘ 
(km あたり) 

％ＲＬ 
(％ｒ×亘長) 

％ＸＬ 
(％ｘ×亘長) 

架 
 
 

空 
 
 

線 

銅線 5mm2  21.40 9.10   

60mm2  7.20 8.10   

100mm2  4.20 7.80   

150mm2  2.80 7.50   

アルミ線 32mm2  21.70 9.00   

120mm2  6.80 8.00   

240mm2  2.90 7.10   

ＣＶＴ-SS 100mm2  4.92 2.48   

ＨＣＶＴ-SS 200mm2  2.14 2.32   

       

地 
 
 
 
 
 

中 
 
 
 
 
 

線 

ＣＶＴ 22mm2  24.90 3.15   

60mm2 0.302 9.13 2.67 2.757 0.806 

150mm2  3.65 2.37   

250mm2 0.214 2.25 2.27 0.482 0.486 

325mm2  1.76 2.19   

500mm2 0.965 1.18 2.09 1.139 2.017 

ＨＣＶＴ 325mm2  1.78 2.18   

ＣＶ 22mm2  24.60 2.67   

60mm2  9.06 2.27   

150mm2  3.67 1.99   

250mm2  2.20 1.92   

325mm2  1.75 1.86   

ＰＴＡ 

ＰＬＺ 

22mm2  18.60 2.10   

60mm2  8.20 1.90   

100mm2  4.20 1.70   

150mm2  2.70 1.60   

250mm2  1.60 1.50   

325mm2  1.30 1.50   

       

 配電線の％インピーダンス Σ％ＺＬ 4.378 + j3.309 

  変電所配電用変圧器 〃   ％ＸＴ ----- + j7.75 

 変電所電源側    〃   ％ＸＧ ----- + j0.59 

  合成インピーダンス ％ＺＳ＝％Ｒ＋ｊ％Ｘ 4.378 + j11.649 

○％合成インピーダンス ％Ｚｓ 

％ＺＳ＝ඥሺΣ%RLሻ2+ሺΣ%XL+%XT+%XGሻ2 ＝ 12.445   (％) 

○受電地点三相短絡電流 Ｉｓ (kA) 
             10,000 

                   √3・6,600・％ＺＳ 
 

 

 
  

Ｉｓ＝ ×100 ＝   7.029   (kA) 
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7.1.4 電力会社の電圧降下対策 

(1)電圧降下の概要 

電圧降下とは、電線に電流が流れた場合、電線の抵抗やリアクタンスにより供給地点の電圧より

需要地点の電圧が下がることをいう。 

この電圧降下には、以下のものがある。 

 
① 電線の電圧降下 

需要家の連続した負荷設備容量に応じた電流が流れた時、電力会社の変電所から需要家までの

距離に応じた配電線の抵抗とリアクタンスによって起こる定常的な電圧降下を言う。つまり、負

荷設備の連続運転時に起こる一定の電圧降下である。 

 

② 電動機始動時の電圧降下 

かご形誘導電動機等を始動した時に、大きな始動電流が短時間流れるために、起こる瞬時的な

電圧降下をいい、特に、瞬時電圧降下とも言う。 

 

③ フリッカ 

電圧降下の変化が急激にしかも頻繁に繰返し起こるもので、テレビ等の家電機器や照明のちら

つきが生じることを言う。つまり、電圧変動の度合いや電圧変動の周期による人の目のちらつき

の感じ方を数値化したものである。 

特に、フリッカ値⊿Ｖ１０とは、電圧変動のちらつきを 10Ｈｚの周期のちらつきに換算すると、

いくらの電圧変動に相当するかを表すものである。 

 

これらの電圧降下は、いわゆる電気のオームの法則によって起こるものであり、配電線を流れ

る電流が大きい場合、大きな電圧降下を生じさせ、次のような時に起こる可能性がある。 

（ア）新設や改修するポンプ設備等の容量が大きく、電力会社から受電する受変電設備の設備

容量が大規模となる場合。 

（イ）電力会社の変電所から遠く離れた線径の細い配電線系統や山間部等にある受変電設備の

場合。 

 

このような場合には、電力会社と協議し、必要により対策を実施する必要があるので、注意を

要する。 

 



第７章 参考資料 
 

7-34 
 

(2)電圧降下の原理と他の需要家へ与える影響 

配電線には、抵抗とリアクタンスがあり、これは、電流を流れにくくするものである。 

この電圧降下はオームの法則によって起こり、配電線の状態と電圧降下のベクトル図を表すと、

図 7.1-8 に示すようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.1-8 配電系統の等価回路と電圧変動のベクトル図 

 

このベクトル図を見ると、抵抗ＲＳは電流Ｉと同じ方向を向いており、リアクタンスＸＳは抵抗

ＲＳと直角になっている。 

これは、抵抗は電流と同じ位相となり、リアクタンスは電流と 90°遅れ位相となることを意味

しており、これにより、電圧降下の原因となるものは、抵抗、リアクタンス、電流及び力率となる。 

上記の原理により、ある特定の需要家の受変電設備が原因で、供給地点の電圧より需要地点の電

圧が下がると、電力会社の配電系統では一般的に、1つの配電系統から複数の需要家に供給してい

るため、その需要家と同じ配電系統から受電している他の需要家に対して、表 7.1-8 に挙げるよ

うな影響を及ぼす事になるので、注意が必要である。 

 

表 7.1-8 電圧降下による他の需要家に及ぼす影響 

機器名称 電圧降下の影響 

1.誘導電動機 過電流、トルクの低下(始動不能) 

2.コンピュータ 停止、誤動作(故障、暴走) 

3.家電機器 停止、誤動作、映像のちらつき 

4.白熱灯、蛍光灯 ちらつき、消灯 

5.水銀灯 ちらつき、消灯 

 

送
電
端
電
圧 

受
電
端
電
圧 

送電端 

配電系統の等価回路 

負 

荷 

力率 cosθ 

抵抗Ｒs 受電端 リアクタンスＸs 

ＶＳ ＶＲ 

電流 I 

θ 

θ 

I･RＳ 

I･XＳ 

Ｉ 

ＶＲ 

ＶＳ 

θ 

電圧変動のベクトル図 
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(3)電圧降下の対策をする必要性 

電力会社が供給する電力の品質を安定化するために、電力会社の供給約款に、次の事項が規定さ

れている。 

(電力会社の供給約款の例) 

お客様の電気の使用が次の原因で他のお客様の電気の使用を妨害し、若しくは妨害するおそれ

がある場合、又は当社若しくは他の電気事業者の電気工作物に支障を及ぼし、若しくは支障を及

ぼすおそれがある場合には、(この場合の判定は、その原因となる現象が最も著しいと認められる

地点で行います。)お客様の負担で必要な調整装置、又は保護装置を需要場所に施設して頂くもの

とし、特に、必要がある場合には、供給設備を変更し、又は専用供給設備を施設して、これによ

り電気を使用して頂きます。 

イ．負荷の特性によって、各相間の負荷が著しく平衡を欠く場合 

ロ．負荷の特性によって、電圧、又は周波数が著しく変動する場合 

ハ．負荷の特性によって、波形に著しいひずみを生ずる場合 

ニ．著しい高周波、又は高調波を発生する場合 

ホ．その他イ、ロ、ハ又はニに準ずる場合 

このような中で、電力会社は電圧の維持管理について、電気事業法による需要家電圧値に対して

配電線の電圧維持管理を行っている。しかし、電力会社の保有する設備や現状の配電線には、大き

な容量の誘導電動機の始動電流等による瞬間の電圧降下やフリッカ等の突然発生する急激な電圧

降下に瞬時に対応できる設備が設置されていないのが現状である。 

したがって、これらの問題で、他の需要家や他の電気工作物に支障を及ぼす場合には、需要家側

で必要な調整装置又は保護装置を設置することになる。ただし、電圧降下対策は、以下に述べる種

類があり、電力会社側でも対策する方法があるため、綿密な打合せを行う必要がある。 

上記の瞬間的な電圧降下やフリッカに関する電力会社の明確な許容規定値がなく、各電力会社の

内規により対策の要否を判定しており、対応もまちまちである。しかしながら、これまでの実情か

ら一応の判断の目安としては、以下のとおりである。 

①電圧変動率(⊿Ｖ％)  ＜3.0％程度 

②フリッカ予測数値(⊿Ｖ１０) ＜0.45 程度 

(4)電圧降下の対策方法 

電圧降下の原理で述べた電圧降下の原因は、抵抗、リアクタンス、電流、力率であるため、これ

を改善することが電圧降下の対策になる。 

次に、電圧降下の対策方法について述べる。 

①電力供給側での対策 

イ．電線の太線化 →抵抗、リアクタンスの対策 

配電線を太くすることにより、抵抗を少なくする。 

ロ．専用配電線化(変電所から直接受電する) →電流の対策 

他の負荷である需要家をなくすことにより、全体の電流を少なくする。 

ハ．供給側の電圧を上げる →抵抗、リアクタンスの対策 

供給側の電圧を上げることにより、需要家側で電圧が適正な値になる。 

ニ．無効電力を小さくする →力率、電流の対策 

無効電力を小さくすることにより、力率を改善して全体の電流を小さくする。 

②需要家側での対策 

イ．電動機の種別や始動方法を検討する →電流の対策 

電動機の始動時の電流は電動機の種別や始動方式によって異なり、誘導電動機におい

ても巻線形の方が、かご形より始動電流が小さく、電圧降下を低くすることができる。
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したがって､電動機の適正な始動方式を検討することが必要である。 

ロ．無効電力を小さくする →力率、電流の対策 

無効電力を小さくすることにより、力率を改善して全体の電流を小さくする。 

 

電圧降下の対策方法には、以上の方法があるが、需要家の受変電設備を設置した後に、需要家側

で対策ができるものには、無効電力補償装置がある。これは、需要家側の負荷設備が主に、ポンプ

設備用の電動機等であることから力率が悪く、負荷電流が遅れ電流となるため、コンデンサ等によ

る進み電流で補償して小さくするものである。 

具体的な方法を次に、示す。 

①静止形無効電力補償装置 

ＰＷＭ制御のインバータにより補償用コンデンサの進み無効電力を負荷の遅れ無効電力に

合わせて連続的に変化させて、調整する方式である。これは、電動機の始動電流等の瞬間的

な電圧降下にも対応できるものである。なお、この装置は、アクティブフィルタとも呼ばれ

る。 

②コンデンサ開閉方式 

進相コンデンサを３～４台程度の数バンクに分けて、サイリスタでＯＮ－ＯＦＦ制御して

進み無効電力を段階的に変化させて、調整する方式である。このため、段階的な調整しかで

きず、連続的な調整には不向きである。 

③リアクトル制御方式 

調整が必要となる最大容量の固定コンデンサと並列に接続されたリアクトルをサイリスタ

で制御してリアクトルの遅れ無効電力を連続的に制御して結果として、コンデンサの進み無

効電力を連続的に調整し、全体の無効電力を少なくする方式である。 

 

 

(5)電圧降下対策に関する検討フロー 

電圧降下対策の検討は、電力会社では、基本的に、受電の申請を行ってから検討が始まるもので

ある。 

また、この対策検討は、配電線の諸条件をもとに実施する必要があるため、当該の需要家の受変

電設備がどこの配電線から受電するかが決まらないと検討ができない。したがって、需要家の受変

電設備の計画設計時点では検討ができないので、注意が必要である。 

検討の結果、電圧降下対策が必要となった場合には、対策方法について、電力会社との協議が必

要になってくる。場合によっては、一部、負担金が発生することもある。 

一般的な検討手順のフローを図 7.1-9 に示す。 

  



第７章 参考資料 
 

7-37 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.1-9 電圧降下対策の検討手順フロー 

 

(6)対策に当たっての留意事項 

電圧降下の対策を検討するに当たっては、検討条件として以下の項目が必要となる。 

(電力会社の営業所で確認する事項) 

① 受電電圧 

6.6kV、その他 

② 配電線の供給状況 

共用又は専用 

③ 配電線のインピーダンス 

区間、距離、インピーダンス(抵抗、リアクタンス) 

④ 電圧変動及びフリッカ許容値 

電圧変動率⊿Ｖ、フリッカ許容値⊿Ｖ１０ 

(需要家側で確認する事項) 

① 負荷特性 

負荷名称、電圧、容量、台数、効率、力率、始動電流、始動力率、始動方法 

(変圧変動を発生すると想定されるすべての負荷について整理する) 

② 単線結線図 

受変電設備の単線結線図 

電力会社に 

申請手続 

電圧降下対策の検討 

対策方法について電力

会社と協議及び契約 

対策方法による 

実設計及び工事実施 

供用開始 

対策の要否 

Ｙes 

Ｎｏ 

対策不要で 

供用開始 
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7.1.5 消防法令に基づく手続 

(1)概要 

消防法は、第 1 条に「この法律は火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び財

産を火災から保護するとともに、火災又は地震等の災害に因る被害を軽減し、もって安寧秩序を

保持し、社会公共の福祉の増進に資することを目的とする。」と定められており、人命、財産を災

害から防止するために法制化されたものである。 

この法律は、火災の早期発見、早期通報、安全避難を図るため、消防法施行令、同法施行規則、

危険物の規制に関する政令、危険物の規制に関する規則のほか、各地方の特色により一律に規制

できない消防体制の点を考慮し、地方自治法規としての火災予防条例、火災予防条例施行規則が

定められているので注意が必要である。 

消防法及び関連する省令では、防火対象物を指定し、防火管理者の設置を義務付け、また、責

任範囲を定めているほか、消防用設備等の種類として、消化設備、警報設備及び避難設備を定め、

設置及び維持の基準としている。 

なお、消防設備士の資格を定め、消防設備士でなくては行ってはならない工事及び機器の整備

の範囲を定め、有資格者による工事、機器の整備が義務付けられている。 

そのほか、法律は一般に既設建物に対する遡及はないのが原則であるが、法の目的である人命

の保護の立場から自動火災報知設備については、旅館、ホテル、病院などに既存遡及の立場をと

るなどの処置が施されているほか増改築等により法の適用を受ける範囲を定めているなどの重要

な規定がなされている。 

危険物の規制に関する政令、危険物の規制に関する規則は、消防法で定める危険物を規制する

ために設けられたものであり、危険物の製造所関係の許可、完成検査及び位置、構造、設備の基

準、貯蔵、取扱いの基準、これらを取扱う危険物取扱主任者、危険物施設保安員などが定められ

ている。 

本項では、電気設備（建築付帯の電気設備を除く）に関して述べ、手続フローを図 7.1-10 に示

し、その様式及び記載例を様式 7.1-13、様式 7.1-14、様式 7.1-15、様式 7.1-16、に示す。また、

危険物施設に関しての手続フローを図7.1-11に示し、その様式及び記載例を様式7.1-17に示す。 
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表 7.1-9  火災予防条例に基づく届出一覧 

［東京消防庁の例］ 

設備名称 提出書類及び添付図書 
提出先 

(提出部数) 
提出者 提出時期 法令関係 参照 

□受変電設備 ○電気設備設置（変更） 防火対象 
物を管轄 
する消防 
署(2)  

関係 
者 

設置 
工事 
時開 
始の 
3 日前 

消防法第 17 条の
14 同 施工規則
第 33 条の 18  
東京都火災予防条 
例第 57 条 
同 施工規則第 13 
条第１項 

様式 7.1- 

（20 〔kW 〕以上） 届出書 13  

□発電設備 ①設備の概要表 様式 7.1- 

（移動式を固定し
ないで使用する場
合又は 5kVA 以下
の設備を除く） 

②位置図 14  

③結線図及び接続図 様式 7.1- 

（単線結線図又は 15  

三線結線図） 様式 7.1- 

④平面図  16  

□蓄電池設備 
（4800 〔Ah 〕セ
ル以上） 

機器の配置図及び設置
場所等 

消防設備の非常電 
源となる場合は、
消防設備の一部と
して消防法第 17 
条の 14 により着工
届に添付してもよ
い。 

 

⑤立面図  

 
※変電設備、発電 

設備、蓄電池設 
備、ネオン管灯設 
備の全部又は 
一部を一括して 
届け出ることが 
できる。 

機器の配置図及び設置
場所等 

 

⑥仕様書、説明書、制御  

回路図、三相短絡量  

計算書、排気筒系  

統図   

   

   

   

□受変電設備 ○防火対象物使用（変更） 防火対象 
物を管轄 
する消防 
署(2)  

設置 
者 

使用 
開始 
前 

東京都火災予防条  

（20 〔kW 〕未満） 届出書その 3（電気設 例第 56 条  

□発電設備 備）（添付図書は設置 同 施工規則第 12  

□（5 〔kVA 〕以上
の内燃機関及び
燃料電池以外の
もの） 

届出書の場合に準ず 条  

る）   

※関連設備と一括して届 
け出ることができる。 
この場合重複する図書 
は省略できる。 

消防設備の非常電 
源となる場合は、
消防設備の一部と
して消防法第 17 条
の 3 の 2 により届
け出なければなら
ない。 

 
 

□蓄電池設備 
（4800 〔Ah 〕セ
ル未満） 
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消防法に基づく届出        火災予防条例に基づく届出(東京都の場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.1-10 消防法及び火災予防条例に基づく届出図 

 

消防用施設等 

着工届出が必要 
な設備か? 

消防用設備等 
着工届出 

工事を行なう 

自主試験を行なう 

300m2 以上 
か? 

消防用設備等 
設置届出 

消防検査を受ける 

検査結果通知書 
受理 

法に適合して 
いるか? 

消防用設備等検査 
済証の受理 

施設使用 

改修工事を 
行なう 

YES 

NO 

防火対象物(変更) 
届出書その 2 
(消防用設備) 

変電設備 

電気設備設置 
(変更)届出書 

工事を行なう 

自主試験を行なう 

蓄電池設備 
ネオン管灯設備 

発電設備 

法に基づく危 
険物設備か? 

危険物施設とし 
て規制が適用 

工事前に危険物 
施設としての許 
可を得ること 

その他の設備 

防火対象物使用 
(変更)届出書 

その 3 

工事を行なう 

自主試験を行なう 

消防検査を受ける 

検査結果通知書 
受理 

法に適合して 
いるか? 

施設使用 

改修工事を 
行なう 

消防検査を受ける 

検査結果通知書 
受理 

法に適合して 
いるか? 

施設使用 

改修工事を 
行なう 

消防検査を受ける 

検査結果通知書 
受理 

法に適合して 
いるか? 

施設使用 

改修工事を 
行なう 

NO 

YES 

NO 

YES 

NO NO NO 

YES YES YES 

YES 

NO 
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様式 7.1-13  電気設備設置届出書 
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様式 7.1-14  変電設備概要表 
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様式 7.1-15  内燃機関を原動力とする発電設備概要表 
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様式 7.1-16  蓄電池設備概要表 
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図 7.1-11  危険物規制体系図 

 

※タンクの水圧検査等、特定の事項について施設が完成するまでの間に、市町村長等が行なう完成検査前検査を受けなければな

らないとされている。 

注）1．指定数量とは、政令で定める数量をいう。 

2．航空機、船舶、鉄道又は軌道による危険物の貯蔵、取扱い又は運搬は消防法の規制を受けず、それぞれ関係法令（空港法、

船舶安全法、鉄道営業法、軌道法等）により規制されている。 

 

自家発電設備の燃料として、危険物（石油類等）を使用する場合は、その量が消防法に定める指

定数量以上となる場合は、「危険物貯蔵所（取扱所）設置許可申請書」を提出し、許可を受けてか

ら工事に着手し完成検査に合格しなければ使用してはならない。また、指定数量の 1/5 以上指定数

量未満となる場合は、地方条例により、「少量危険物貯蔵取扱届出書」を提出し、完成検査を受け

なければならない。なお、取り扱う容量により、表 7.1-10 のように区分される。 

市町村長等 

 

審 査 

別表の品名
欄に掲げる
物品で、同表
に定める区
分に応じ同
表の性質類
に掲げる性
状を有する
もの 

危険物 

貯蔵 

取扱 

運搬 

指定数量以

上の危険物 

指定数量未

満の危険物 

恒常的 

貯蔵取扱 

一時的な

(10 日以内)

貯蔵取扱 

危険物施設の設

置(変更)許可 

申請 

許 可 

(禁止されてい

る行為の解除) 

危険物施設の設

置(変更)工事 
工 事 完 了 完成検査申請 

完成検査の実施 完成検査済証

の 交 付 

危険物施設の

使 用 

消防庁又は

消防所長 

審 査 

仮貯蔵・取扱 

承 認 申 請 

 

承 認 
仮貯蔵・

取 扱 

消防庁又は

消防所長 

審 査 

貯蔵・取扱

の届出 

少量危険物
(指定数量未
満で、指定数
量の 1/5 以上
の危険物) 

指定数量の
1/5 未満の危
険物 

数量にかか
わりなく法
別表に掲げ
る危険物 

容器・積載等の

規 制 

(消防法による規制) 

(市町村条例による規制) 

(消防法による規制) 
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表 7.1-10  危険物設置許可申請指定数量 

品名 性  質 設置許可申請 少量危険物貯蔵取扱届 備  考 

ガソリン 非水容性液体 200〔L〕以上 40〔L〕以上 200〔L〕未満 第 1石油類 

軽油・灯油 非水容性液体 1000 〔L〕以上 200〔L〕以上 1000〔L〕未満 第 2石油類 

重油 非水容性液体 2000 〔L〕以上 400〔L〕以上 2000〔L〕未満 第 3石油類 

ギャー油、シリンダー油  6000 〔L〕以上 1200 〔L〕以上 6000〔L〕未満 第 4石油類 

注）同室にエンジンポンプ等の小出槽がある場合も含む 

 

表 7.1-11  危険物規制に基づく届出一覧 

［東京消防庁の例］ 

設備名称 提出書類及び添付図書 
提出先 

（提出部数） 
提出者 

提出

時期 
法令関係 参照 

危険物 ○危険物保安監督者選任 所轄消防署(2)  設置者  危険物の規制に関  

注１ 届出書    する規則第 48 の 3   

 ○危険物製造所・貯蔵 所轄消防署(2)  設置者  危険物の規制に関  

 所・取扱所設置許可申    する規則第 4 条  

 請書      

 ○危険物製造所・貯蔵    危険物の規制に関  

 所・取扱所完成検査前 所轄消防署(2)  設置者  する規則第6条の4  

 検査申請書      

 ○危険物製造所・貯蔵 所轄消防署(2)  設置者  危険物の規制に関  

 所・取扱所完成検査申    する規則第 6 条  

 請書      

 ○予防規程制定・変更許 所轄消防署(2)  設置者  危険物の規制に関  

 可申請書    する規則第 62 条  

 ○消防署検査記録書      

 ○消防署検査完了報告書      

少量危険物 ○少量危険物の貯蔵・取 所轄消防署(2)  設置者  東京都火災予防条 様式 7.1- 

注２ 扱届出書    例第 58 条 17  

注1) 軽油・灯油 1,000〔L〕以上、重油 2,000〔L〕以上 

注2) 軽油・灯油 1,000〔L〕未満、重油 2,000〔L〕未満 
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様式 7.1-17  少量危険物貯蔵取扱所 
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7.1.6 騒音規制法に基づく手続 

(1)概要 

騒音規制法では、工場、事業場及び建設工事に伴って発生する騒音について必要な規制を行うと

ともに自動車騒音に係る許容限度を定めること等により、生活環境を保全し、国民の健康の保護に

資することを目的としている。 

工場、事業場から発生する騒音の規制は、都道府県知事が、住民の生活環境を保全する必要のあ

る地域を指定し（ 「指定地域」という。） 、指定地域内において著しい騒音を発生する施設（ 「特

定施設」という。） を設置する工場、事業場について、地域の土地利用状況に応じて規制基準を定

め、規則することにしている。これらの工場、事業場における特定施設の設置について事前届出制

をとるほか、規制基準に適合しない騒音を発生することにより、周辺の生活環境が著しく損われる

と認めるときは、騒音の防止の方法等に関し、改善等の勧告又は命令が出されることになっている。 

(2)規制基準 

工場、事業場に特定施設を設置する者が遵守すべき基準を規制基準といい、この基準は環境庁長

官が定める基準の範囲内において昼間、夜間その他の時間の区分及び区域の区分ごとに、都道府県

知事が定めることになっている。表 7.1-12 に東京都の規制基準の例を示す。 

 

表 7.1-12  騒音規制区域区分の規制基準（東京都の例 都告示第 157 号） 単位 dB(A) 

区域の区分 時間の区分 

 適 用 地 域 
朝 

6～8時 
昼間 

8～19 時 
夕 

19～23 時 
夜間 

23～6 時 

第 1種 
区域 

・第 1種低層住居専用地域 
・第 2種低層住居専用地域 
・ＡＡ地域 
 清瀬市松山 3丁目 
 竹丘 1丁目及び 3丁目の一部 
・前号に接する地先及び水面 

40 45 40 40 

第 2 種 
区域 

・第 1種中高層住居専用地域 
・第 2種中高層住居専用地域 
・第 1種住居地域 
・第 2種住居地域 
・準住居地域 
・第 1特別地域 
・無指定地域(第 1, 3, 4 種区域を除く) 

45 50 45 45 

第 3 種 
区域 

・近隣商業地域 （第 1特別地域を除く。） 
・商業地域（第 1特別地域を除く。） 
・準工業地域（第 1特別地域を除く。） 
・第 2特別地域 
・前号に接する地先及び水面 

55 60 
(8～20 時) 

55 
(20～23 時) 

50 

第 4 種 
区域 

・工業地域（第 1、第 2特別地域を除く。） 
・第 3特別地域 
・前号に接する地先及び水面 

60 70 
(8～20 時) 

60 
(20～23 時) 

55 

 

 

ただし、第２種区域、第３種区域又は第４種区域の区域内に所在する学校（幼稚園を含む）、保育所、病院、診療
所（患者の収容施設を有するものに限る）、図書館、特別養護老 人ホームの敷地の周囲おおむね 50m の区域内（第
１特別地域、第２特別地域を除く）における規制基準は、当該値から５デシベルを減じた値を適用する。 
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(3) 騒音規制法令に基づく届出 

騒音規制法令に基づく届出を行う書類一覧を表 7.1-13 に示す。また、手続のフローを図 7.1-12

に示しその様式及び記載例を様式 7.1-18 に示す。 

 

表 7.1-13 騒音規制法に基づく届出一覧 

項  目 提出書類 
提出先 

（提出部数） 
提出者 提出時期 法令関係 参照 

特定施設を設

置する場合 

○特定施設設置

届出書 注 2 

市町村長（正-1） 

(副-1） 
設置者 

工 事 着 手 30 

日前 

騒音規制法第６

条、振動規制法

第２条 

様 式

7.1-18  

□騒音発生施

設 

□振動発生施

設 

 

空気圧縮機お 

よび送風機 

定格出力 7.5

〔KW 〕以上 

注 1 

 

 

○特定施設の種

類ごとの数変更

届出書 

市町村長（正-1） 

（副-1） 
設置者 

変更工事着手

30 日前 

  

○騒音の防止の

方法変更届出書 

〃 〃 〃   

○特定施設使用

届出書 
〃 〃 

特定地域又は

特定施設にな

っ て か ら 30 

日以内 

  

○受理書 設 置 者  (1)  市町村

長 

上記届出書を

受理したとき 

  

○氏名（名称・住

所・所在地）変更

届出書 

市町村長（正-1） 

（副-1） 
設置者 

変更してから

30 日以内 

  

○特定施設使用

全廃届出書 
〃 〃 

廃止してから

30 日以内 

  

○承継届出書 〃 〃 承継してから

30 日以内 

  

○特定建設作業

実施届出書 

〃 〃 工事開始７日

前 

  

 

注 1 電気設備工事に関する項目のみ記述 

注 2 ・案内図及び構内図 

・特定施設配置図 

・騒音防止方法の概要 

・防音遮音置図面、表 
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図 7.1-12  騒音規制手続図 

特定施設設置届出書 

設  置  者 

下 打 合 せ 

市  役  所 
(公害課) 

受       付 

受理書の交付 受       領 

工 事 着 手 

工 事 完 了 

検査の申込み(口頭) 受       付 

検       査 

使 用 開 始 

30 日以前 
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様式 7.1-18  特定施設設置届出書 

 

 

様式第１ 

特 定 施 設 設 置 届 出 書 

年    月    日 

                 様 

  

届出者 住所                  

                                          氏名（名称及び代表者氏名） 

                                                                                ㊞ 

                                 連絡先  担当者            

                                       TEL             

騒音規制法第６条第 1 項（ 振動規制法第６条第 1 項 ）の規定により、特定施設の設置について、次のとおり

届け出ます。 

 

工場又は事業場の 

名称  ※整理番号  

  ※受理年月日 年  月  日 

工場又は事業場の 

所在地 ※施設番号  

  ※審査結果  

工場又は事業場の 

事  業  内  容  ※備考 

常時使用する従業員数   

（騒音・振動）の防止の方法 別紙①のとおり  

特定施設の種類 型 式 公称能力 数 使用開始時刻 

（時・分） 使用終了時刻 

（時・分） 

別紙①のとおり 

備考 １．振動規制法の届出の場合は、騒音規制法・・の文字を――線で消して使用してください。 

２．特定施設の種類の欄には、騒音（振動）規制法施行令別表第 1 に掲げる番号及びイ、ロ、ハ等の細分

があるときはその記号並びに名称を記載すること。 

    ３．騒音の防止の方法の欄の記載については、別紙によることとし、消音機の設置、音源室内の防音 

装置、遮音塀の設置等騒音の防止の関して講じようとする措置の概要を明らかにするとともに、でき   

る限り図面、表等を利用すること。      

振動の防止の方法の欄の記載については、別紙によることとし、吊基礎、直接支持基礎（板ばね、 

コイルばね等を使用するもの）、空気ばねの設置等振動の防止に関して講じようとする措置の概要を 

明らかにするとともにできる限り図面、表等を利用すること。 

   ４．※印の欄には、記載しないこと。 

    ５．届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き日本工業規格 A4 とすること。 
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7.1.7 大気汚染防止法に基づく手続 

(1)概 要 

大気汚染防止法では、工場及び事業場における事業活動に伴って発生するばい煙の排出等を規制

し、並びに自動車排出ガスに係る許容限度を定めること等により、大気の汚染に関し、国民の健康

を保護するとともに生活環境を保全し、並びに大気の汚染に関して人の健康に係る障害が生じた場

合における事業者の損害賠償について定めることにより被害者の保護を図ることを目的としてい

る。 

 

(2)電気事業法と大気汚染防止法の関係 

電気事業法においてばい煙発生施設に該当する電気工作物は、大気汚染防止法で第 27 条にて、

届出、実施の制限、変更命令、改善命令等の規定を適用除外としており、これらについては電気事

業法第 48 条の規定が適用される。 

① ばい煙発生施設の届出 

電気工作物の工事計画の事前届出 

② 実施の制限 

電気工作物の工事を行なうには、経済産業大臣（又は経済産業局長。以下同じ）に工事計

画の事前届出を要し、届出の場合は一定期間（30 日）工事の開始が制限 

③ 計画変更命令 

電気設備技術基準に適合しない、工事計画の届出に係る場合は変更命令、廃止命令を行な

う 

④ 改善命令 

電気工作物の技術基準維持義務、技術基準の適合命令 
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(3) 電気事業法においてばい煙発生施設に該当する電気工作物 

ばい煙発生施設は、工場又は事業場に設置され、排出されるばい煙が大気の汚染の原因となるば

い煙を排出する施設であり、電気事業法では、以下のような設備の設置、変更を事前届出の対象設

備としている。 

①水力発電所におけるダムに附属する洪水吐きゲート操作用予備動力設備 

②ガスタービン又は内燃機関 

③火力発電所における微粉炭燃焼機器に係る乾燥機 

④燃料電池発電設備 

⑤発電所におけるボイラ又は独立過熱器 

⑥発電所における廃棄物焼却炉 

⑦非常用予備発電装置又は非常用予備動力装置 

  (注.上記は電気事業法施行規則別表 4-1 項より設備名を抜粋) 

 

なお、発電設備においては、燃料の燃焼能力が重油換算で 50〔L/h〕以上のガスタービン、ディ

ーゼル機関、燃料の燃焼能力が重油換算で 35 〔L/ｈ 〕以上のガス機関、ガソリン機関を原動力

とするものが規制される。 

 

(4) 大気汚染防止法に基づく届出 

電気事業法におけるばい煙発生施設に該当する電気工作物は、前述のとおり大気汚染防止法第

27 条でその一部を適用除外とし、電気事業法の規定に委ねられており、ばい煙発生施設について

は、電気事業法第 48 条の規定に基づく工事計画の事前届出によって充当され、電気関係報告規則

にて、公害防止等に関する届出が規定されている。表 7.1-14 に届出一覧を示す。 

 

表 7.1-14  大気汚染防止法に基づく届出一覧 

項

目 
提出書類及び添付図書 

提出先 

（提出部数） 
提出者 提出時期 法令関係 参照 

特 

設

施

設 

○工事計画届出書 

（ばい煙発生施設設置） 

経済産業局長 

    (2) 

代表者 工事着手 30 日以

前 

電気事業法第 48 条第 1

項、同施行規則第 65 条

第 1項第二号 

 

○ばい煙発生施設設置者の

氏名変更等の届出書 

   〃(1)  〃 代表者の氏名又は

住所変更後遅滞な

く 

電気関係報告規則第4条  

○ばい煙発生施設廃止届出

書 

   〃(1)  〃 廃止後遅滞なく 〃  
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7.1.8 ＰＣＢ含有電気機器の取り扱い 

 

(1)ＰＣＢの性質 

ＰＣＢ(Poly chlorinated biphenyls)はポリ塩化ビフェニル化合物の総称であり、その分子に保

有する塩素の数や位置の違いによって多種類の異性体が存在する。水に極めて溶けにくく、沸点が

高いなどの物理的な性質を有する主に油状の物質であり、環境で分解されにくく、脂溶性で生物濃

縮性が高い、半揮発性で大気経由の移動があるという性状を持ち、人にとっては、その脂肪に溶け

やすいという性質から、慢性的な摂取により体内に徐々に蓄積し、様々な症状を引き起こす有毒物

質である。一般にＰＣＢによる中毒症状としては、目やに、口腔粘膜の色素沈着などから始まり、

ついで、挫瘡様皮疹(塩素にきび)、爪の変形、まぶたや関節のはれなどが報告されている。 

また、熱で分解しにくく、不燃性、電気絶縁性が高いなど化学的に安定な性質を有することから、

以前は、変圧器、コンデンサの絶縁油、感熱紙、熱媒体などの用途で、幅広い分野で使用されてき

た。 

 

(2)ＰＣＢ規制の経緯 

ＰＣＢはその化学的な安定性、絶縁性、不燃性などの特性から、以前は、幅広い分野で使用され

ていたが、世界的にも、1996 年以降、魚類や鳥類の体内からＰＣＢが検出されるなど、ＰＣＢに

よる環境の汚染が明らかになる中で、日本においては、1968 年(昭和 43 年)に、食用油の製造過程

において、熱媒体として使用されていたＰＣＢが混入し健康被害を発生させるというカネミ油症事

件がおこり、ＰＣＢが大きく取り上げられる契機となった。その後様々な生物や母乳からも検出さ

れ、ＰＣＢによる汚染が社会問題となり、1972 年からはＰＣＢの新たな製造は行政指導により事

実上禁止され、1973 年(昭和 48 年)に「化学物質の審査及び製造等の規則に関する法律」が制定さ

れ、本法律において、ＰＣＢの生産等が原則禁止された。 

この法律は、ＰＣＢはじめ、環境中で分解しにくく、かつ生物の体内に蓄積しやすいものであり、

継続して摂取される場合には人の健康を損なうおそれがある化学物質による環境汚染を防止する

ための事前審査制度並びに製造、輸入、使用等の規制を行う仕組みを定めたもので、2003 年に改

正され、難分解性かつ高蓄積性であり、継続して摂取される場合には人の健康を損なうおそれがあ

る化学物質に加え、高次捕食動物の生息に支障を及ぼすおそれがある化学物質についても規制の対

象となっている。 

電気事業法上は、1976 年(昭和 51 年) に、「電気設備に関する技術基準」にて、ＰＣＢ電気工作

物を新規に施設することが禁止された。 

当時既に設置されていた電気設備については適切な管理の下で引き続き使用することが認められ

ていたが、2001 年(平成 13 年)に、施設後２５年以上を経過しても依然として相当量のＰＣＢ電気

工作物が使用されており、設備の経年劣化も懸念されたことから、ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な

処理を推進するため、ＰＣＢ廃棄物を所有する事業者等に保管状況の等の届出や一定期間(施行後

15 年=2016 年)に適正に処分することを義務付ける「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進

に関する特別措置法」が制定された。また、同年１０月に電気事業法電気関係報告規則も改正され、

ＰＣＢ電気工作物を設置する電気事業者等に、その使用及び廃止の状況について各経済産業局等に

対し届け出ることが義務付けられた。 
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その後、2002 年(平成 14 年)に、一部の変圧器等の電気機械器具に使用される絶縁油に微量のＰ

ＣＢが混入している可能性が完全には否定できないことが明らかになり、当該電気機械器具の電気

事業法上の対応に関し、設置者に対し通知が出され、微量であってもＰＣＢの含有が判明した場合

には、電気関係報告規則に基づき届け出ることが求められ、更に、2004 年(平成 16 年)４月より電

気関係報告規則を一部改正し、使用している又は予備として保管している電気機械器具において新

たにＰＣＢの含有（微量なものを含む）が判明した場合、遅滞なく届け出ることが義務付けられた。 

2016 年(平成 28 年)に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適切な処理の推進に関する特別措置法（ＰＣ

Ｂ特別措置法）」が改正されたのに合わせ、使用中の変圧器やコンデンサ等の高濃度ＰＣＢ仕様製

品についても処分期間内に使用を終えて処分するよう、「電気設備に関する技術指針を定める省令」

等が改正された。 

ＰＣＢはじめ、環境中での残留性が高いＤＤＴ、ダイオキシン等のＰＯＰｓ（Persistent  

Organic Pollutants、残留性有機汚染物質）については、一部の国々の取組のみでは地球環境汚染

の防止には不十分であり、国際的に協調してＰＯＰｓの廃絶、削減等を行う必要があることから、

「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（POPs 条約）」が 2001 年に採択され、2004 年

に発効している。 

 

※主な法規制等の経緯 

1968 年(昭和 43 年) カネミ油症事件。 

1972 年(昭和 47 年) 生産・製造中止、回収・保管の行政指導。 

1973 年(昭和 48 年)「化学物質の審査及び製造等の規則に関する法律」による生産等の原則

禁止。 

1976 年(昭和 51 年)「電気設備に関する技術基準」による新規施設の禁止。 

1992 年(平成 4 年)「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃掃法）」で特別管理産業廃棄物

に指定。 

2001 年(平成 13 年)「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適切な処理の推進に関する特別措置法（Ｐ

ＣＢ特別措置法）」制定、「電気関係報告規則」一部改正による、使用及

び廃止の状況の届出義務化。 

2002 年(平成 14 年)「微量のポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）混入の可能性が否定できない変

圧器等電気機械器具に係る対応について（平成 14･07･11 原院第１号 

NISA-237a-02-1）」にて微量ＰＣＢの報告義務化。 

2002 年(平成 14 年)「電気関係報告規則」一部改正、「電気関係報告規則の一部改正に伴うポ

リ塩化ビフェニルを含有する絶縁油を使用する電気工作物の使用及び廃

止状況の把握に関する標準実施要領について（平成 14･10･30 原院第２号

NISA-237c-02-4）」が発行される。 

2004 年(平成 16 年)「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約(POPs 条約)」が発効

する。 

2004 年(平成 16 年)「電気関係報告規則」一部改正、「ポリ塩化ビフェニルを含有する絶縁油

を使用する電気工作物の使用及び廃止の状況の把握並びに適正な管理に

関する標準実施要領について（平成 16 ･ 03 ･ 26 原院第 9 号

NISA-237c-04-1）」が発行される。 

2016 年(平成 28 年)「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適切な処理の推進に関する特別措置法（Ｐ

ＣＢ特別措置法）」改正。 
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(3)ＰＣＢ使用機器の規制内容 

ＰＣＢを使用した電気機器の使用及び保管等については、法令等によって次のように規制されて

いる。 

(a) ＰＣＢ使用電気機器の使用の禁止 

①電気事業法に基づく使用の禁止 

「電気設備に関する技術基準を定める省令」第 19 条で、ＰＣＢを含有する絶縁油を使用する

電気機械器具を新しく電路に施設することを禁止。 

ただし、従来から使用中のものはこの適用を除外されるが、移設及びＰＣＢを使用していない

ものをＰＣＢ使用のものに取り替えることなどは禁止される。 

②「化学物質の審査及び製造等の規則に関する法律」に基づく使用禁止 

同法第 14 条及び同法施行令第 4 条で、ＰＣＢを鉄道車両の主変圧器又は主整流器の整備に使

用できるが、それ以外の電気機器その他製品に組み込んだり、混入・入替え・補充を行うことを

禁止している。 

 

(b)使用中のＰＣＢ使用電気工作物の使用及び廃止に係る報告の義務 

電気事業法に基づく「電気関係報告規則」が 2001～2004 年(平成 13～16 年)に改正され、現在

使用されている、又は予備として保管されているＰＣＢを含有する絶縁油を使用する電気工作物

(以下ＰＣＢ電気工作物という。下記(注)参照)に関する使用状況について、当該電気工作物の設

置場所、又は予備として保管している場所を管轄する産業保安監督部長に対して、以下の届出が

義務付けられている。 

①使用届出(電気関係報告規則第 4条の表中第 15 号の 2) 

現にＰＣＢ電気工作物を使用している個人又は法人は、ＰＣＢ電気工作物の使用に係る事項

(設置者氏名、名称、住所、事業所の名称、所在地、電気工作物の種類、定格、製造者名、型式、

設置又は予備の別、製造年月及び設置年月)について、届出が必要であり、当初の改正では 1 年

以内の届出が義務づけられたが、その後の改正で、電気工作物がＰＣＢを含有する絶縁油を使用

するものであることが判明した場合に遅滞なく届け出ることが規定されている。 

②変更届出(電気関係報告規則第 4条の表中第 16 号) 

①の事項に変更があった場合、予備として保管するようになった場合も含み、変更のあった事

項について届出を行なう必要がある。 

③廃止届出(電気関係報告規則第 4条の表中第 17 号の 2) 

使用していたＰＣＢ電気工作物を廃止した場合、ＰＣＢ電気工作物の廃止に係る事項として、

機器の特定のために必要な事項や廃止の理由及び内容について届出を行なう必要がある。 

④事故届出(電気関係報告規則第 4条の表中第 19 号) 

電気工作物の破損その他の事故が発生し、絶縁油が構内以外に排出された、又は地下に浸透し

た場合、ＰＣＢの含有の有無と、含有している場合はその濃度、事故状況、講じた措置の概要を

含め、事故発生後可能な限り速やかに届出を行なう必要がある。 
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(注)「電気関係報告規則」による届出の対象となるＰＣＢ電気工作物は、経済産業省発行実施要領にて、変圧器、コンデンサ

等以下の機器が規定されている。また、製造者別該当機種リストが別表にて添付されている。 

1. 電力用コンデンサ 

2. 計器用変圧器 

3. リアクトル 

4. 放電コイル 

5. 電圧調整器 

6. 整流器 

7. 開閉器 

8. 遮断器 

9. 中性点抵抗器 

10. 避雷器 

11. ＯＦケーブル 

 

(c)使用済みＰＣＢ使用電気機器の保管義務 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」(以下廃掃法という。)では、使用済みＰＣＢ使用電気

機器等は、特別管理産業廃棄物となり (廃掃法第 2条第 5項及び施行令第 2条の 4第 5号) 、所

定の方法で保管が義務付けられている。 

 

(d) 特別管理産業廃棄物管理責任者の設置 

廃掃法では、廃ＰＣＢ等(ＰＣＢ含有絶縁油など。)又はＰＣＢ汚染物(ＰＣＢ使用電気機器を

含む。)を保管している事業者は、特別管理産業廃棄物管理責任者を置かなければならない。(廃

掃法第 12 条の 2第 5号) 

 

(e)使用済みＰＣＢ使用電気機器の保管に係る都道府県知事等への報告義務 

使用済みＰＣＢ使用電気機器などのＰＣＢ汚染物等を保管している事業者は、その保管状況に

ついて、毎年、都道府県知事に届け出る必要がある。(「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処

理の推進に関する特別措置法」第 8 条) なお、本法律により、ＰＣＢ使用電気機器等の譲渡は

禁止されている。 

 

(4)ＰＣＢの処理 

ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を推進するため制定された「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適

正な処理の推進に関する特別措置法」にて、ＰＣＢ廃棄物を所有する事業者等は保管状況の等の届

出と自らが処分するか、又は委託処理により、一定期間(2016 年)内に処分することが義務付けら

れ、国、地方公共団体には、ＰＣＢ廃棄物の管理、処理技術開発、適正な処理を確保するための体

制の整備などを推進することが義務付けられた。 

柱上トランスが廃棄物となったものを大量に保管している電力会社など、保管事業者自ら処理施

設を設置し、処理が進められている例もあり、国はこの取り組みを促進するほか、委託処分が必要

な一般のＰＣＢ廃棄物処分に関しては「ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業基本計画」を策定し、

処理の推進をはかっている。本計画は、日本環境安全事業株式会社を活用した拠点的広域処理施設

の整備を推進するもので、福岡県北九州市、愛知県豊田市、東京都、大阪府、北海道室蘭市で進め

られており、法律の定める期日である 2016 年までに保管量を 0にするよう処分期間を通じて一定の

量で計画的に搬入されることにより、効率的に処理施設を稼動できるよう計画が進められた。計画

されている処理施設の概要は表 7.1-15 のようになっている。 
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なお、日本環境安全事業株式会社は、2004 年に日本環境安全事業株式会社法に基づき、旧環境事

業団のＰＣＢ廃棄物処理事業部門等を引き継いで設立された機関（特殊会社）である。国の指導の

もと、ＰＣＢ廃棄物の広域的な処理施設を設置し、地方公共団体、大企業及び中小企業等の保管事

業者から委託を受けて処理事業を行う会社であり、施設整備に当たっては、補助金を導入すること

により中小企業者の処理料金の低減を図り、併せて、特に中小企業者が保管する高圧トランス及び

高圧コンデンサについては、処理費用の一部を「ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金」から充当し、

処理費用の負担軽減を図る仕組みとなっている。 

 
2001 年(平成 13 年)に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適切な処理の推進に関する特別措置法(ＰＣ

Ｂ特別措置法)」の制定以降に、低濃度ＰＣＢ廃棄物（ＰＣＢ濃度＝重量割合が 0.5 % =5000ppm 以

下）について、使用実態の把握が十分できず、処理体制の整備の充実化などの問題が発覚した。そ

のため、高濃度ＰＣＢ廃棄物以外の低濃度ＰＣＢ廃棄物については、民間事業者（環境大臣認定の

無害化処理事業者、又は都道府県許可の特別管理産業廃棄物処理業者）による処理が、進められて

きた。 
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表 7.1-15 拠点広域処理施設の処理対象及び処理能力 

                                (ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基本計画より)H28.7 

事業名 実施場所 事業対象地域 処理対象 処理能力 計画的処理完了時期 

北九州 福岡県 

北九州市 

若松区 

響町１丁

目 

 

鳥取県、島根県、岡山県、

広島県、山口県、徳島県、

香川県、愛媛県、高知県、

福岡県、佐賀県、長崎県、

熊本県、大分県、宮崎県、

鹿児島県、沖縄県 

大型変圧器・コンデ

ンサ等 

 

1.5トン/日

（ポリ塩化

ビフェニル

分解量） 

 

事業の完了の予定時期 

平成 31 年 3月 31 日 

 

大阪 大阪府 

大阪市 

此花区 

北港白津

２丁目 

滋賀県、京都府、大阪府、

兵庫県、奈良県、和歌山県 

 

大型変圧器・コンデ

ンサ等 

 

 

 

2.0トン/日

（ポリ塩化

ビフェニル

分解量） 

事業の完了の予定時期 

平成 34 年 3月 31 日 

 

 

 

豊田 愛知県 

豊田市 

細谷町３

丁目 

岐阜県、静岡県、愛知県、

三重県 

大型変圧器・コンデ

ンサ等 

 

1.6トン/日

（ポリ塩化

ビフェニル

分解量） 

事業の完了の予定時期 

平成 35 年 3月 31 日 

東京 東京都 

江東区 

晴海３丁

目地先 

埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県 

 

大型変圧器・コンデ

ンサ等 

 

2.0トン/日

（ポリ塩化

ビフェニル

分解量） 

事業の完了の予定時期 

平成 35 年 3月 31 日 

北海道 北海道 

室蘭市 

仲町 

 

北海道、青森県、岩手県、

宮城県、秋田県、山形県、

福島県、茨城県、栃木県、

群馬県、新潟県、富山県、

石川県、福井県、山梨県、

長野県 

大型変圧器・コンデ

ンサ等 

 

 

1.8トン/日

（ポリ塩化

ビフェニル

分解量） 

 

事業の完了の予定時期 

平成 35 年 3月 31 日 

 

注）基本計画に示されている処理対象のうち、ポンプ場等に使用されていた主に変圧器やコンデンサを示す。 

 

 
 

 
 

 



第７章 参考資料 
 

7-60 
 

7.1.9 アスベスト含有機器の取り扱い 

 

(1) 概要 

アスベスト（石綿）は、天然に産する鉱物繊維で、日本ではほとんど産出せず、日本に存在する

その多くは、輸入されたものである。石綿は繊維の安定性、加工のしやすさ、安価等の特性から建

築資材に多く利用されてきた。建築資材以外では石綿セメント管などに加工され、水道、工業及び

農業用水等の配管材及び機械類の断熱材、パッキン材、電気機器の絶縁材として利用されてきてい

る。 

農業農村整備事業においては、用・排水機場の建屋、水管理施設等の管理事務所、子局などの建

屋に多く利用されているほかポンプ機器のパッキン類、電源の操作盤スイッチ類の絶縁体、ディー

ゼル機関の耐熱材などに用いられている。 

これら、農業農村整備事業により造成された施設等は県、都道府県、市町村などが管理するもの

の他、大部分は土地改良区が管理しており、土地改良区の職員等がその作業に従事している。現在、

石綿を含む製品の新規利用は原則として禁止されているが、既に用いられている資材等については

今後劣化すると石綿粉じんが空気中に漂い、維持管理作業に従事する土地改良区等の職員等が石綿

ばく露される危険が予測され、これによる健康被害を受ける可能性が高くなることが心配されてい

る。 

 
(2) 石綿含有製品の把握、保管、運搬、処分 

石綿含有製品の把握と補修・改造・更新等に伴う処分を必要とする場合については、石綿粉じん

問題に対処するための基本知識と対処方法の概要を周知するためのマニュアル「農業農村整備事業

等におけるアスベスト（石綿）対応マニュアル（平成 18 年 9 月農村振興局整備部）」に基づき、

適正に対応するものとする。 
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7.2 規  格 

 

現行国内標準規格としては、以下のものがあるが、主な関連規格を表 7.2-1 に示す。 

JIS （日本工業標準調査会標準規格） 

JEC （電気学会電気規格調査会標準規格） 

JEM （日本電機工業会標準規格） 

JCS （日本電線工業会標準規格） 

SBA （電池工業会 SBA 蓄電池規格） 

 

 

表 7.2-1 主な関連規格 

規 格 番 号 規   格   名   称 

JEC 6147（2010） 電気絶縁の耐熱クラス及び耐熱性評価 

0222（2009） 標準電圧 

2300（2010） 交流遮断器 

2210（2003） リアクトル 

5202 (2007)  ブッシング 

1201（2007） 計器用変成器（保護継電器用） 

0102（2010） 試験電圧標準 

2310（2014） 交流断路器 

2330（2017） 電力ヒューズ 

2374 (2015)  酸化亜鉛避雷器 

2200（2017） 変圧器 

JEM 1038（1990） 電磁接触器 

1134（2017） 配電盤・制御盤の交流の相及び直流の極性による器具及び導体の配置及

び名称 

1135（2017） 配電盤・制御盤及びその取付器具の色彩 

1136（2009） 配電盤・制御盤用模擬母線 

1137（2015） 配電盤・制御盤用捻回型スイッチのとっての形状 

1167（2007） 高圧交流電磁接触器 

1195（2018） コントロールセンタ（Motor Control Center ） 

1219（2001） 交流負荷開閉器通則 

1225（2007） 高圧コンビネーションスタータ（High Voltage Combination Starters） 

1265（2006） 低圧金属閉鎖形スイッチギヤ及びコントロールギヤ 

1310（2001） 乾式変圧器の温度上昇限度及び基準巻線温度(耐熱クラス H) 

1323（2013） 配電盤・制御盤の接地 

1425（2011） 金属閉鎖形スイッチギヤ及びコントロールギヤ 

1459（2013） 配電盤・制御盤の構造及び寸法 

JIS C 0617-1～13
（2011） 

電気用図記号第 1～13 部 
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表 7.2-1 主な関連規格（続き） 

規 格 番 号 規   格   名   称 

JIS C 1731（1998） 計器用変成器（標準用及び一般計器用） 

2320（2010） 電気絶縁油 

3307（2000） 600V ビニル絶縁電線(IV) 

3401（2002） 制御用ケーブル 

3605（2002） 600V ポリエチレンケーブル 

3606（2003） 高圧架橋ポリエチレンケーブル 

3612（2002） 600V 耐燃性ポリエチレン絶縁電線 

4306（2013） 配電用６kV モールド変圧器 

4510（1991） 断路器操作用フック棒 

4603（1990） 高圧交流遮断器 

4604（2017） 高圧限流ヒューズ 

4605（1998） 高圧交流負荷開閉器 

4606（2011） 屋内用高圧断路器 

4901（2013） 低圧進相コンデンサ 

4902（2010） 高圧及び特別高圧進相コンデンサ及び付属機器 

7516（1992） 表示用電球 

8314（2015） 配線用筒型ヒューズ 

8201-3(2009) 交流電磁開閉器 

8201-2-1（2011） 配線用遮断器 

8201-2-2（2011） 漏電遮断器 

JCS 0168-1～4 

     （2016） 

33kV 以下電力ケーブルの許容電流計算 

5224（2014） 

5420 (2011)  

市内対ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル 

市内対ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル 

   4258 (2003) 制御用ケーブル（遮へい付） 

4364（2003） 弱電計装用ケーブル 

SBA S0601（2014） 据え置き蓄電池の容量算出方法 

 

7.3 文字記号・図記号と制御器具番号 

7.3.1 文字記号〔JEM 1115（2010）抜粋〕及び図記号〔JIS C 0617(2011)〕 

(1)一 般 

表 7.3-1 一般的な記号 

文字記号 外   国   語 用   語 

AC  Altenating  Current  交   流 

DC  Direct Current 直   流 

E  Earth 接   地 

１φ  Single-phase 単   相 

３φ  Three-phase 三   相 

VVVF  Variable  voltage  variable  frequency  

power  supply 

可変電圧可変周波数電源 
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(2)計器、継電器 

表 7.3-2 計器・継電器に関する記号 

 
備考１）( )内の文字記号は旧文字記号を示す。 

備考２）※の付した図記号は JIS では規定されていないが慣例として使用しているものを示す。 

 

  

※

※
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(3)機器と装置 

表 7.3-3 機器と装置に関する記号 

文字記号 外 国 語 図記号[JIS] 用 語 説 明 

ABB  
Air-Blast circuit 

 Breaker  

 

空気遮断器 

特高電路大容量用で圧縮空気の

高い絶縁耐力と吹付けを利用し

て短絡電流を遮断する。最近は使

用されない。 

AS  
Ammeter change-over 

Switch 

※ 
電流計切替

スイッチ 

電路の電流計測回路を切替える

もので電流計と組合せ使用され

る。 

B  Battery   電池 電解液に浸した陽陰２種の電極

の化学的エネルギーを電気的エ

ネルギーとして取出し、また、そ

の逆を行うもの。 

BCT  
Bushing Current 

 Transformer 

※ 

ブッシング

変流器 

貫通形変流計の一種で変圧器や

しゃ断器の一次導体を利用し、そ

れらのブッシングにはめ込むも

の。 

BL  Bell   ベル  

 

 

BS  Button Switch  

 
ボタンスイ

ッチ 

押しボタンスイッチ Push-Button 

Switch 

BZ  Buzzer   ブザー  

CB  Circuit Breaker   遮断器 電路の開閉と、短絡事故や過負荷

時健全な電路から事故回路を切

離す装置。 

CH  Cable Head  

※ 
ケーブルヘ

ッド 

電力ケーブルの端末処理に使用

される。 

COS  Change Over Switch   切替スイッ

チ 

操作回路の自動－手動又は中央

－現地等の切替用に使用される。 

CS  
Manual  

Control Switch 

 
制御用 

スイッチ 

操作回路で起動－停止等の操作

用に使用される。 

CT  Current Transformer  

 

変流器 

計器、継電器を付勢するために主

回路の電流を小さな電流（５A，

１A） に変成するもの。 

 

07-02-05 

07-07-01 

07-13-05 

07-13-05 

08-10-06 

08-10-10 

06-15-01 

06-09-10 

07-07-02 
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表 7.3-3 機器と装置に関する記号（続き） 

文字記号 外 国 語 図記号[JIS] 用 語 説 明 

CVT (PD) 

Capacitor Voltage 
Transformer  
(coupling capacitor 
Potential Device) 

※ 
コンデンサ
形計器用変
圧器 

主回路の電圧を小さな電圧に変
成するためにコンデンサを使用
した変成器の一つ。 

DS  Disconnector   断路器 高圧電路の充電された電路で開
閉を行い回路の接続変更、区分け
を行うもの。負荷電流は開閉しな
い。 

EF  Enclosed Fuse   筒形ヒュー
ズ 

主として操作回路の短絡遮断を
行うため保護装置。 

EVT 
(GPT) 

Earth Voltage 
Transformer  
(Grounding Potential 
Transformer) 

※ 
接地形計器
用変圧器 

線路の接地保護のために接地継
電器を動作させる零相電圧を取
出すもの。 

F  Fuse   ヒューズ 電路の短絡遮断を行うための保
護装置。 

G  Generator   発電機 交流電力又は直流電力を発生す
るための回転機械。 

GCB  Gas Circuit Breaker   ガス遮断器 20～154kV 級回路用で SF6 ガス
の消弧性能と絶縁特性を利用し
たもの。 

IM  Induction Motor   誘導電動機  

INV  Inverter   インバータ 直流を交流に変換する静止形変
換器。 

KS  Knife Switch  
 

ナイフスイ
ッチ 

 
 
 

LBS  Load-Break Switch   負荷開閉器 高圧回路の所内変圧器又はコン
デンサ次側の開閉等に使われる。 

LS  Limit Switch   リミットス
イッチ 

可動機構の上限、下限等の位置を
検出するもの。 
 

M  Motor   電動機  
 
 

 

 

M

G

07-21-09 

07-13-06 

06-04-01 

06-04-01 

M
06-04-01 

07-08-01 

07-13-01 

06-14-05 

07-13-05 

07-21-01 

07-21-01 
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表 7.3-3 機器と装置に関する記号（続き） 

文字記号 外 国 語 図記号[JIS] 用 語 説 明 

MBB  Magnetic 

Blow-out-Breaker 

 磁気遮断器 3～10kV 級の高圧用で、遮断電流

による磁気吹消作用でアークを

消弧する気中式の遮断器。 

MC  Electromagnetic 

contacter 

 電磁接触器 電磁石の動作によって負荷回路

を頻繁に開閉する接触器。 

MCCB  Molded-case 

Circuit-Breaker 

 配線用遮断

器 

600V 以下の低圧回路の配電線保

護及びモータの短絡保護用気中

式の遮断器。 

MS  Electro Magnetic 

Switch 

 電磁開閉器 過電流継電器を備えた電磁接触

器の総称。 

NP Name-Plate ※ 銘阪  

OCB Oil Circuit-Breaker  油遮断器 アークの消弧媒質として絶縁油

を使用したもの。 

PAS Pole Air-Break 

Switch 

 柱上気中開

閉器 

3～6kV 級回路で単に電路の開閉

を目的とした気中式の開閉器。 

PF Power Fuse  電力ヒュー

ズ 

電路の短絡、過負荷遮断保護装置

として、それ自体が継電器と遮断

器の機能をもつ。 

PVS Pole Vacuum Switch  柱上真空開

閉器 

3～6kV 級回路で単に電路の開閉

を目的とした真空式の開閉器。 

R Resistor  抵抗器  

RF Rectifier  整流器 交流を直流に変換する静止形変

換器。 

SAR 

(LA) 

Surge Arrestor 

(Lightning Arrestor) 

 避雷器 電路に雷や回路開閉による衝撃

過電圧の電流のみを流し、電路を

正常に保つ装置。 

SC Static Capacitor  電力用コン

デンサ 

高圧、特高電路では、主として力

率改善用、進相用として使用され

る。 

 

～ 

N P 

07-13-05 

07-13-05 

07-13-05 

06-14-03 06-14-04 

04-02-01 

04-01-01 

07-21-01 

07-13-08 

07-13-08 

07-13-02 

07-22-03 
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表 7.3-3 機器と装置に関する記号（続き） 

文字記号 外 国 語 図記号[JIS] 用 語 説 明 

SD  Static voltage 

Discharger  

 静電放電器  

SL  Signal Lamp   表示灯  

 

 

SM  Synchronous Motor   同期電動機  

SRX  －  直列リアク

トル 

 

STR  Starting Resister   始動抵抗器 巻線形誘導電動機の二次回路に

接続して順次短絡して加速させ

るもの。 

SV  Solenoid Valve  ※ 電磁弁  

T  Transformer   変圧器 回路から交流電力を受け電圧及

び電流を変成して同一周波数の

交流電力を供給するもの。 

TB  Terminal Block  ※  端子台 配電盤内の配線をブロックに区

分けするための部品。 

TG  Tachometer Generater ※ 回転計発電

機 

回転数をこれに比例した電圧に

変換するための発電装置。 

TT  Testing Terminal  ※  試験用端子 計器用変成器２次側の精度等を

点検するため配電盤面に引出す

端子。 

THR  Thermal Relay   熱動形継電

器 

電流検出要素が熱動形機構であ

る継電器。一般に電動機の過負荷

検出に用いられる。 

VCB  Vacuum 

Circuit-Breaker  

 真空遮断器 ３～30kV 級回路用で真空バルブ

中でアークの消イオン効果と高

い絶縁回復性を利用したもの。 

VCT 

(PCT)  

Combined Voltage and 

Current Transformer 

(Potential Current 

Transformer)   

※  計器用変圧

変流器 

電力会社との電力量計量用とし

て使用される。 

 

MS

T

VCT 

06-04-01 

07-13-05 

07-22-01 

04-01-03 

07-15-21 

06-09-01

04-03-01 

08-10-01 

TB 

TT 
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表 7.3-3 機器と装置に関する記号（続き） 

文字記号 外 国 語 図記号[JIS] 用 語 説 明 

VS  Voltmeter change-over 

switch  

※ 電圧計切替

スイッチ 

電路の電圧計測回路を切替える

もので電圧計と組合せ使用され

る。 

VMC  

Vaccum 

electromagnetic 

contacter 

 
真空電磁接

触器 

電路の開閉を真空中で行なう電

磁接触器。高圧電動機などの開

閉用。 

VT (PT) 

Voltage 

Transformer(Potential 

Transformer)   

 
計器用変圧

器 

計器や継電器を付勢するために

主回路の電圧を小さな電圧

（110V） に変成するもの。 

X  Reactor   リアクトル  

ZCT  
Zero-phase-sequence 

Current Transformer 

 

零相変流器 

電路の接地保護を行う場合の接

地継電器を動作させるための零

相電流を取出すもの。 

備考１）（ ）の文字記号は、旧文字記号を示す。 

備考２）CT,VT,ZCT の二種の図記号は、左側が様式１、右側が様式２である。 

備考３）※の付した図記号は JIS では規定されていないが慣例として使用しているものを示す。 

 

7.3.2 制御器具番号〔JEM 1090（2008）抜粋〕 

(1) 基本器具番号 

表 7.3-4 基本器具番号 

基本器具番号 器 具 名 称 説     明 

 １ 主幹制御器又はスイッチ 主要機器の始動・停止を開始する器具 

 ２ 始動若しくは閉路限時継電器又は始動若

しくは閉路遅延継電器 

始動若しくは閉路開始前の時刻設定を行う

もの又は始動若しくは閉路前に時間の余裕

を与える継電器 

 ３ 操作スイッチ 機器を操作するスイッチ 

 ４ 主制御回路用制御器又は継電器 主制御回路の開閉を行う器具 

 ５ 停止スイッチ又は継電器 機器を停止する器具 

 ６  始動遮断器,スイッチ,接触器又は継電器 機器をその始動回路に接続する器具 

 ７ 調整スイッチ 機器を調整するスイッチ 

 ８ 制御電源スイッチ 制御電源を開閉するスイッチ 

 ９ 界磁転極スイッチ，接触器又は継電器 界磁電流の方向を反対にする器具 

 10  順序スイッチ又はプログラム制御器 機器の始動又は停止の順序を定める器具 

 11  試験スイッチ又は継電器 機器の動作を試験する器具 

 12  過速度スイッチ又は継電器 過速度で動作する器具 

 13  同期速度スイッチ又は継電器 同期速度又は同期速度付近で動作する器具 

 14  低速度スイッチ又は継電器 低速度で動作する器具 

 

06-13-10 

06-13-01 

07-13-02 

04-03-01 
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表 7.3-4 基本器具番号（続き） 

基本器具番号 器 具 名 称 説     明 

 15  速度調整装置 回転機の速度を調整する装置 

 16  表示線監視継電器 表示線の故障を検出する継電器 

 17  表示線継電器 表示線継電方式に使用することを目的とす
るもの 

 18  加速若しくは減速接触器又は加速若しく
は減速継電器 

加速又は減速が予定値になったとき、次の段
階に進める器具 

 19  始動－運転切換接触器又は継電器 機器を始動から運転に切り換える器具 

 20  補 機 弁 補機の主要弁 

 21  主 機 弁 主機の主要弁 

 22  漏電遮断器、接触器又は継電器 漏電が生じたとき動作又は交流回路を遮断
する器具 

 23  温度調整装置又は継電器 温度を一定の範囲に保つ器具 

 24  タップ切換装置 電気機器のタップを切り換える装置 

 25  同期検出装置 交流回路の同期を検出する装置 

 26  静止器温度スイッチ又は継電器 変圧器、整流器などの温度が予定値以上又は
以下になったとき動作する器具 

 27  交流不足電圧継電器 交流電圧が不足したとき動作する継電器 

 28  警報装置 警報を出すとき動作する装置 

 29  消火装置 消火を目的として動作する装置 

 30  機器の状態又は故障表示装置 機器の動作状態又は故障を表示する装置 

 31  界磁変更遮断器、スイッチ、接触器又は継
電器 

界磁回路及び励磁の大きさを変更する器具 

 32  直流逆流継電器 直流が逆に流れたとき動作する継電器 

 33  位置検出スイッチ又は装置 位置と関連して開閉する器具 

 34  電動順序制御器 始動又は停止動作中主要装置の動作順序を
定める制御器 

 35  ブラシ操作装置又はスリップリング短絡
装置 

ブラシを昇降若しくは移動するもの又はス
リップリングを短絡する装置 

 36  極性継電器 極性によって動作する継電器 

 37  不足電流継電器 電流が不足したとき動作する継電器 

 38  軸受温度スイッチ又は継電器 軸受の温度が予定値以上又は予定値以下と
なったとき動作する器具 

 39  機械的異常監視装置又は検出スイッチ 機器の機械的異常を監視又は検出する器具 

 40  界磁電流継電器又は界磁喪失継電器 界磁電流の有無によって動作するもの又は
界磁喪失を検出する継電器 

 41  界磁遮断器、スイッチ又は接触器 機械に励磁を与え又はこれを除く器具 

 42  運転遮断器、スイッチ又は接触器 機械をその運転回路に接続する器具 

 43  制御回路切換スイッチ、接触器又は継電器自動から手動に移すなどのように制御回路
を切り換える器具 

 44  距離継電器 短絡又は地絡故障点までの距離によって動
作する継電器 

 45  直流過電圧継電器 直流の過電圧で動作する継電器 
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表 7.3-4 基本器具番号（続き） 

基本器具番号 器 具 名 称 説     明 

 46  逆相又は相不平衡電流継電器 逆相又は相不平衡電流で動作する継電器 

 47  欠相又は逆相電圧継電器 欠相又は逆相電圧のとき動作する継電器 

 48  渋滞検出継電器 予定の時間以内に所定の動作が行われない
とき動作する継電器 

 49  回転機温度スイッチ若しくは継電器又は
過負荷継電器 

回転機の温度が予定値以上若しくは以下と
なったとき動作するもの又は機器が過負荷
となったとき動作する器具 

 50  短絡選択継電器又は地絡選択継電器 短絡又は地絡回路を選択する継電器 

 51  交流過電流継電器又は地絡過電流継電器 交流の過電流又は地絡過電流で動作する継
電器 

 52  交流遮断器又は接触器 交流回路を遮断･開閉する器具 

 53  励磁継電器又は励弧継電器 励磁又は励弧の予定状態で動作する継電器 

 54  高速度遮断器 直流回路を高速度で遮断する器具 

 55  自動力率調整器又は力率継電器 力率をある範囲に調整するもの又は予定力
率で動作する継電器 

 56  すべり検出器又は脱調継電器 予定のすべりで動作する検出器又は同期外
れを検出する継電器 

 57  自動電流調整器又は電流継電器 電流をある範囲に調整する調整器又は予定
電流で動作する継電器 

 58  （予備番号） ───  

 59  交流過電圧継電器 交流の過電圧で動作する継電器 

 60  自動電圧平衡調整器又は電圧平衡継電器 二回路の電圧差をある範囲に保つ調整器又
は予定電圧差で動作する継電器 

 61  自動電流平衡調整器又は電流平衡継電器 二回路の電流差をある範囲に保つ調整器又
は予定電流差で動作する継電器 

 62  停止若しくは開路限時継電器又は停止若
しくは開路遅延継電器 

停止若しくは開路前の時刻設定を行う継電
器、又は停止若しくは開路前に時間の余裕を
与える継電器 

 63  圧力スイッチ又は継電器 予定の圧力で動作する器具 

 64  地絡過電圧継電器 地絡を電圧によって検出する継電器 

 65  調速装置 原動機の速度を調整する装置 

 66  断続継電器 予定の周期で接点を反復開閉する継電器 

 67  交流電力方向継電器又は地絡方向継電器 交流回路の電力方向又は地絡方向によって
動作する継電器 

 68  混入検出器 流体の中にほかの物質が混入したことを検
出する器具 

 69  流量スイッチ又は継電器 流体の流れによって動作する器具 

 70  加減抵抗器 加減する抵抗器 

 71  整流素子故障検出装置 整流素子の故障を検出する装置 

 72  直流遮断器又は接触器 直流回路を遮断･開閉する器具 

 73  短絡用遮断器又は接触器 電流制限抵抗・振動防止抵抗などを短絡する
器具 
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表 7.3-4 基本器具番号（続き） 

基本器具番号 器 具 名 称 説     明 

 74  調整弁 流体の流量を調整する弁 

 75  制動装置 機械を制動する装置 

 76  直流過電流継電器 直流の過電流で動作する継電器 

 77  負荷調整装置 負荷を調整する装置 

 78  搬送保護位相比較継電器 被保護区間各端子の電流の位相差を搬送波
によって比較する継電器 

 79  交流再閉路継電器 交流回路の再閉路を制御する継電器 

 80  直流不足電圧継電器 直流電圧が不足したとき動作する継電器 

 81  調速機駆動装置 調速機を駆動する装置 

 82  直流再閉路継電器 直流回路の再閉路を制御する継電器 

 83  選択スイッチ、接触器又は継電器 ある電源を選択又はある装置の状態を選択
する器具 

 84  電圧継電器 
直流又は交流回路の予定電圧で動作する継
電器 

 85  信号継電器 送信又は受信継電器 

 86  ロックアウト継電器 異常が起こったとき装置の応動を阻止する
継電器 

 87  差動継電器 
短絡又は地絡差電流によって動作する継電
器 

 88  補機用遮断器、スイッチ、接触器又は継電
器 

補機の運転用遮断器、スイッチ、接触器又は
継電器 

 89  断路器又は負荷開閉器 直流若しくは交流回路用断路器又は負荷開
閉器 

 90  自動電圧調整器又は自動電圧調整継電器 電圧をある範囲に調整する器具 

 91  自動電力調整器又は電力継電器 電力をある範囲に調整する器具又は予定電
力で動作する継電器 

 92  扉又はダンパ 出入口扉又は風洞扉など 

 93  （予備番号） ───  

 94  引外し自由接触器又は継電器 閉路操作中でも引外し装置の動作は自由に
できる器具 

 95  自動周波数調整器又は周波数継電器 周波数をある範囲に調整する器具又は予定
周波数で動作する継電器 

 96  静止器内部故障検出装置 静止器の内部故障を検出する装置 

 97  ランナ カプラン水車のランナなど 

 98  連結装置 二つの装置を連結し動力を伝達する装置 

 99  自動記録装置 自動オシログラフ、自動動作記録装置、自動
故障記録装置、故障点標定器など 
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(2) 補助記号 

器具の種類、性質及び用途などを示す場合に付ける補助記号は、表 7.3-5 のとおりとする。 

 

表 7.3-5 補助記号 

補助記号 内   容 外 国 語 補助記号 内   容 外 国 語 
A  交流 Alternating current F  フィーダ Feeder  
 自動 Automatic  フリッカ Flasher，Flashing  

 空気 Air  正 Forward  

 空気圧縮機 Air compressor FL  フィルタ Filter  
 空気冷却器 Air cooler G  グリス Grease  

 空気圧 Air pressure  地絡(ｸﾞﾗﾝﾄﾞ) Ground fault 

 風 Air flow  ガ ス Gas 

 増 幅 Amplification  発電機 Generator  

 電流 Ampere H  高 High  

 アナログ Analogue  所 内 House,Station service 

B 断線 Breaking of wire  ヒータ Heater  

 側路 Bypass  保 持 Hold  

 ベル Bell I  内 部 Internal  

 電池 Battery  初 期 Initial  

 母線 Bus IL  インタロック Interlock,Interlocking  

 制動 Braking IR  誘導電圧調整器  Induction voltage  

 軸受 Bearing   regulator 

 遮断 Break INV  逆変換器 
( )

Inverter  

 ブロック Block J  結 合 Joint  

C 共通 Common  ジェット Jet  

 冷却 Cooling K  三 次 Tertiary  

 搬送 Carrier  ケーシング Casing  

 調相機 Rotary condenser L  ランプ Lamp，Light  

 投入 Closing  漏 れ Leakage，Leak 

 補償 Compensation  下げ，減 Lower，Decrease 

 制御 Control  ロックアウト Lock－out，Lock 

 閉 Close  低 Low 

 コンデンサ Capacitor(Condenser)  線 路 Line  

CA 電流補償 Current compensation  負 荷 Load  

CH 充電 Charge  左 Left  

 線路充電 Line charge LA  避雷器 Lightning arrester 

CO2 炭酸ガス Carbon-dioxide gas LD  進 み Leading  

CPU 中央処理装置 Central processing unit LG  遅 れ Lagging  

D 直流 Direct current LR  負荷時電圧調整器 On-load voltage 

 直接 Direct   regulator 

 ダイヤル Dial M  計 器 Meter  

 差動 Differential  主 Master，Main  

 ディジタル Digital  モー素子 Mho element 

 方向 Directional  動 力 Motive power，  

E 非常 Emergency   Motive force 

 励磁 Excitation  電動機 Motor  

F 火災 Fire  手 動 Manual  

 故障 Fault N  窒 素 Nitrogen  

 ヒューズ Fuse  中 性 Neutral  

 周波数 Frequency  負 極 Negative  

 ファン Fan    
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表 7.3-5 補助記号（続き） 

補助記号 内   容 外 国 語 補助記号 内   容 外 国 語 

O オーム素子 Ohm element S 短絡 Short-circuit 
 外部 External(Outer)  二次 Secondary 

 開 Open  速度 Speed 

 操作 Operation  副 Sub 

P プログラム Program  送信 Sending 

 ポンプ Pump  固定子 Stator 

 一次 Primary  単独 Single 

 正極 Positive  選択 Selective 

 電力、出力、負荷 Power,Power flow  すべり Slip 

 、潮流   シール Seal 

 圧力 Pressure  予備(スペア) Spare 

 並列 Parallel  始動 Starting 

 パルス Pulse SH スペースヒータ Space heater 

PC 消弧リアクトル Petersen coil SU 始動素子 Starting unit 

(PLC) プログラマブル Programmable  T 変圧器 Transformer 

 コントローラ controller  温度 Temperature 

PW パイロット線 Pirot wire  限時 Time-lag 

Q 油 Oil  遅延 Time-delay 

 油圧 Oil Pressure  引外し Tripping,Trip Release 

 油面 Oil level  タービン Turbine 

 油流 Oil flow  連結 Tie 

 圧油装置 Pressure oil equipment  トルク Torque 

 圧油ポンプ Pressure oil pump U 使用 Use 

 無効電力 Reactive power UPS 無停電電源装置 Uninterruptible power 

R 復帰 Reset    Systems 

 上げ、増 Raise,Increase V 電圧 Voltage 

 調整 Regulating  真空 Vacuum 

 遠方 Remote  弁 Valve 

 受電 Receiving VIB 振動 Vibration 

 回転子 Rotor W 水 Water 

 リアクトル Reactor  水位 Water level 

 受信 Receiving  水流 Water flow 

 抵抗 Resistor  水圧 Water pressure 

 逆 Reverse  給水 Water feeding 

 継電器 Relay  排水 Water drain 

 室内 Room WC 冷却水 Cooling water 

 整流器 Rectifire  冷却水ポンプ Cooling water pump 

 右 Right Z ブザー Buzzer 

S ストレーナ Strainer  インピーダンス Impedance 

 ソレノイド Solenoid A,B,C 補助(識別用) － 

 動作 Status,Operating, X,Y,Z   

  Sequence    

 同期 Synchronism,    

  Synchronizing φ 相 Phase 
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(3) 器具番号の構成及び表示方法 

 

①                                                   

 

 

②                                                   

 

 

③ 

 

 

④                                               

 

 

⑤ 

 

備考 補助番号を付ける場合は、上記構成の末尾に付ける。例：20WC３（冷却水弁３号） 

 

 

 

7.3.3 電線ケーブル略記号 

 

表 7.3-6 電線ケーブル略記号（日本電線工業会「電線要覧」抜粋） 

区分 名   称 記  号 

配 電 用

ケ ー ブ

ル 

600V 又は高圧架橋ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル CV  

600V 又は高圧架橋ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケー

ブル 

CE/F(EM-CE) 

600V 又は高圧架橋ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル（波付鋼

管外装） 

CV-MAZV  

600V 又は高圧架橋ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル（トリプ

レックス形） 

CVT  

600V 又は高圧架橋ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケー

ブル（トリプレックス形） 

CET/F(EM-CET)  

600V ビニル絶縁ビニルシースケーブル（平形） VVF  

600V ビニル絶縁ビニルシースケーブル（丸形） VVR  

屋 外 配

電 用 電

線 

屋外用ビニル絶縁電線 OW  

屋外用架橋ポリエチレン絶縁電線 OC  

屋外用ポリエチレン絶縁電線 OE  

引込用ビニル絶縁電線 DV  

高圧引下用架橋ポリエチレン絶縁電線 PDC  

 

基本器具番号 

基本器具番号 補助記号 

基本器具番号 補助記号 補助記号 

基本器具番号 基本器具番号 補助記号 

基本器具番号 基本器具番号 

例：22 （漏電継電器） 

例：88A（空気圧縮機用接触器） 

例：43－95 （周波数継電器切換  

スイッチ） 

例：3－52G 

例：20WC（冷却水弁） 
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表 7.3-6 電線ケーブル略記号（続き） 

区分 名   称 記  号 

配

線

用

電

線 

絶 縁

電線 

600V ビニル絶縁電線 IV  

600V ポリエチレン絶縁電線 IE/F(EM-IE)  

600V 二種ビニル絶縁電線 HIV  

600V 架橋ポリエチレン絶縁電線 IC  

制御

用ケ

ーブ

ル 

制御用ビニル絶縁ビニルシースケーブル CVV  

制御用ビニル絶縁ビニルシースケーブル（波付鋼管外装） CW-MAZV  

制御用ビニル絶縁ビニルシースケーブル（銅テープ遮へい付） CVV-S  

制御用ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル CEE/F(EM-CEE) 

制御用ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル（銅テ

ープ遮へい付） 
CEE/F-S(EM-CEE) 

移動用ケ

ーブル 

600V ビニル絶縁ビニルキャブタイヤケーブル VCT  

600V 天然ゴム絶縁天然ゴムキャブタイヤケーブル CT  

600V 天然ゴム絶縁クロロブレンキャブタイヤケーブル RNCT  

600VEP ゴム絶縁クロロブレンキャブタイヤケーブル PNCT  

ケーブル

特殊 

耐火ケーブル（電線管用） FP-C  

耐熱ケーブル HP  

警報用ケーブル AE  

通信ケー

ブル 

屋内用平形通信電線 TIVF  

屋内用通信電線 TIEV  

市内対ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル CPEV  

市内対ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル（シールド付） CPEV-S  

市内対ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル 
CPEE/F 

(EM-CPEE)  

市内対ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル（シー

ルド付） 

CPEE/F-S 

(EM-CPEE-S)  

市内対ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル（自己支持形） CPEV-SS  

市内対ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル（波付鋼管外装） CPEV-MAZV  

着色識別ポリエチレン絶縁ラミネートシースケーブル CCP-AP  

着色識別ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル FCPEV 

着色識別ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル（遮へい付） FCPEV-S 

高周波同軸ケーブル（ECX）  nC-2V 注１） 

注１）n･･･1.5，2.5，３，５，７，10，の６種類 

備考）ケーブルの呼び方 

600V  CV ８㎜
２

 ３C 

電圧 記号 ｻｲｽﾞ 心数 

次のように表記してもよい 

600V CV ３C ８㎜
２ 

600V CV ３C ８
□ 

600V CV ３× ８㎜
２ 

600V CV ３× ８
□ 

１． 電圧は一種類しかない場合は省略する 

２．記号は、表 7.3-6 による 



第７章 参考資料 
 

7-76 
 

7.3.4 計装フローシート用記号例 

 

計装フローシートによく使用する記号を JIS Z 8204（1983）などから抜粋して表 7.3-7～12 に示

す。 

 

表 7.3-7 変量記号                表 7.3-8 機能記号 

変量記号 変     量  機能記号 計測設備の形式又は機能 

A 組成又は品質  A 警 報 

C 導電率  C 調 節 

D 密度又は比重  E 検 出 

E 電気的量  G 監 視 

F 流 量  H 手 動 

L レベル  I 指 示 

M 湿度、水分又は湿分  K 計算機制御 

P 圧力又は真空  L ロギング 

S 速さ、回転数又は周波数  P 試料採取又は測定点 

T 温 度  Q 積 算 

U 不特定又は多種の変量  R 記 録 

V 粘 度  S シーケンス制御 

W 重量又は力  T 伝送又は変換 

Z 位置又は開度機能記号  U 不特定又は多種の機能 

   V バルブなどの操作 

   Y 演 算 

   Z 安全又は緊急 

   X その外の形式又は機能 

備考１．CO２，O２などのように良く知られている化学記号は、これをその組成の変量記号として用いてもよい。
 

 

備考２．pH は水素イオン濃度の変量記号としてもよい。 

備考３．上記のもの以外の変量に対しては、原則として記号 Xを用いる。 

 

表 7.3-9 図記号 

種 類 図 記 号 種 類 図 記 号 

計測用配管及び配線な

ど 

  
操作部 

 

検出器、測定点又は試料

採取点 

 
調節部 調節端 

 

計測設備 

現 場 取 付

け 

  
調節部 

 

パ ネ ル 取

付け 

 備考 計測設備において現場取付けとパネル取付

けとを区分する必要のない場合は、すべての現場

取付けの図記号を用いる 
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表 7.3-10  表示計器などの図記号 

種 類 
図 記 号 

現場取付け パネル取付け 

表示計器、調節器などの計測設備要

素一般 

  

円の中に文字記号及び個別番号を記

入しない場合の伝送器 

  

演 算 器  

 

 

付属品又は部品  

 

 

 

表 7.3-11  配管、配線、検出器、調節計などの図記号 

 種 類 図 記 号  種 類 図 記 号 

 計測対象から表示

計器、調節器又は伝

送器などまでの配

管及び機械的結合 

  ダイヤフラム又は

ベロー式 

 

計測用

配管・ 
空気圧配管 

  

ダイヤフラム式(圧

力バランス形) 

 

配線な

ど 
油圧配管 

  

 
電気配線 

  

電動式 

 

 
細管 

 調節部 

検出器

など 

差圧検出器 

 

 

 

 

 

電磁式 

 

一般配管が分岐し

て計測用配管など

につながっている

測定点又は試料採

取点 

  

ピストン式 

 

それ以外の検出器、

試料採取器測定点

又は試料採取点 

 

手動式 

 

 
  

M 
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表 7.3-12 検出器・バルブの種類及び調節部付属機器を表わす図記号 

 種 類 図 記 号  種 類 図 記 号 

検出器 ロータメータ 
 バルブ 

バルブ(一般) 

 

 ピトー管   

 
容積式流量計 

 
アングル弁 

 

 ベンチュリ管又は

フローノズル 

 
三 方 弁 

 

 
タービン式流量計 

 バタフライ弁、ダ

ンバ又はルーバ 

 

 

電磁流量計 

 調節器

部付属

機器 

ポジショナ付  

 
外筒式液面計 

 
 

リミットスイッチ

付 

 

 内筒式液面計( 頂

部取付) 

 
 弁開度伝送器付 

 

 
測 温 体 

 
  

 

 

 

 

 

7.4 変圧器の特性（JIS 抜粋） 

現在、JIS で規定している変圧器の特性を表 7.4-2～表 7.4-3 に示す。また、JEM に規定される特定

機器対応の変圧器におけるエネルギー消費効率の基準値を、表 7.4-4 に示す。 

 

7.4.1 配電用６kV モールド変圧器（JIS C 4306-2013） 

(1)   適用範囲  

この規格は、一般の配電の目的に使用する特定機器に対応した、配電用６kV のモールド変圧器

（以下、変圧器という。）の、屋内用自冷式のものについて規定する。 

なお、変圧器の定格容量範囲は、単相 10kVA 以上 500kVA 以下、及び三相 20kVA 以上 2000kVA 以

下、定格周波数 50Hz 又は 60Hz とする。 
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(2)  一次電圧  

一次電圧は、表 7.4-1 のとおりとする。 

表 7.4-1  タップ電圧 JIS C 4306-2013 

定格容量 タップ電圧 

〔kVA 〕 〔V〕 

50 以下 R6 600   F6 300   6 000  

75 以上 F6 750   R6 600   F6 450   F6 300   6 150  

備考１．一次電圧の Rは定格電圧、F は全容量タップ電圧、記号のつかないものは低減容量タップを表

す。 

備考２．特に指定がある場合は、単相 50kVA 以下のタップ電圧は F6 750V，R6 600,F6 450,6 300V,6 150V

とすることができる。 

 

表 7.4-2 単相変圧器の特性値 JIS C 4306-2013 

単位% 

定格容量 
〔kVA〕 

無負荷電流 
定格容量に等しい出
力における電圧変動
率（cos φ＝１） 

定格容量に等しい出力
における効率（cos φ
＝１） 

定格容量に等しい
出力における効率
（cos φ＝１） 

   50Hz 60Hz 
 10 7.0 以下 3.0 以下 96.57 以上 96.63 以上 
 20 5.5 以下 2.5 以下 97.41 以上 97.45 以上 
 30  2.2 以下 97.77 以上 97.81 以上 
 50 5.0 以下 2.0 以下 98.10 以上 98.32 以上 
 75  1.8 以下 98.42 以上 98.43 以上 
100 4.5 以下  98.58 以上 98.35 以上 
150 4.0 以下 1.6 以下 98.52 以上 98.59 以上 
200 3.5 以下  98.66 以上 98.61 以上 
300 3.0 以下 1.5 以下 98.73 以上 98.73 以上 
500   98.80 以上 98.80 以上 

 
表 7.4-3 三相変圧器の特性値 JIS C 4306-2013 

単位% 

定格容量 
〔kVA〕 

無負荷電流 
定格容量に等しい出
力における電圧変動
率（cos φ＝１） 

定格容量に等しい出力
における効率（cos φ
＝１） 

定格容量に等しい出
力における効率（cos 
φ＝１） 

   50Hz 60Hz 
  20 7.0 以下 3.6 以下 96.24 以上 96.26 以上 

  30 6.0 以下 3.3 以下 96.79 以上 96.81 以上 

  50  2.8 以下 97.35 以上 97.36 以上 

  75  2.4 以下 97.70 以上 97.72 以上 

 100 5.5 以下 2.2 以下 97.94 以上 97.84 以上 

 150  2.0 以下 98.21 以上 98.22 以上 

 200  1.8 以下 98.37 以上 98.38 以上 

 300 5.0 以下 1.7 以下 98.52 以上 98.53 以上 

 500 4.5 以下 1.5 以下 98.73 以上 98.74 以上 

 750 4.0 以下 1.4 以下 98.75 以上 98.75 以上 

1000 3.5 以下 1.3 以下 98.82 以上 98.83 以上 

1500 3.0 以下 1.2 以下 98.90 以上 98.90 以上 

2000 2.5 以下 1.2 以下 98.98 以上 98.99 以上 
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表 7.4-4 エネルギー消費効率の基準値 JIS C 4306-2013 

相数 
周波数 

Hz 
定格容量 

kVA 
エネルギー消費効率の基準値(全損失) 

W 

1 50 10  79 
  20 127 
  30 167 
  50 236 
  75 310 
  100 376 
  150 494 
  200 600 
  300 789 
  500 1110 
 60 10 74 
  20 120 
  30 159 
  50 226 
  75 300 
  100 366 
  150 484 
  200 591 
  300 782 
  500 1100 
3 50 20 172 
  30 224 
  50 314 
  75 411 
  100 497 
  150 646 
  200 784 
  300 1020 
  500 1430 
  750 2630 
  1000 3230 
  1500 4320 
  2000 5320 
 60 20 167 
  30 220 
  50 311 
  75 409 
  100 496 
  150 653 
  200 792 
  300 1040 
  500 1470 
  750 2550 
  1000 3150 
  1500 4250 
  2000 5250 
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表 7.4-5 特定機器対応の高圧受配電用モールド変圧器におけるエネルギー消費効率の基準値 

(a) 標準仕様変圧器のエネルギー消費効率の基準値   (JEM 1501-2013) 

相数 周波数 容量  エネルギー消費効率の基準値(全損失) 
 Hz kVA  W  

1 50 10  79  
20  127  
30  166  
50  245  
75  308  
100  374  
150  492  
200  597  
300  785  
500  1108  

60 10  75  
20  120  
30  159  
50  227  
75  300  
100  366  
150  485  
200  591  
300  783  
500  1114  

3 50 20  172  
30  225  
50  315  
75  411  
100  497  
150  649  
200  785  
300  1025  
500  1435  
750  2632  
1000  3236  
1500  4330  
2000  5323  

60 20  168  
 30  221  
 50  311  
 75  409  
 100  612  
 150  653  
 200  793  
 300  1042  
 500  1470  
 750  2551  
 1000  3154  
 1500  4252  
 2000  5256  
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表 7.4-6 特定機器対応の高圧受配電用モールド変圧器におけるエネルギー消費効率の基準値 

(b) 準標準仕様変圧器のエネルギー消費効率の基準値   (JEM 1501-2013) 

相数 周波数 容量  エネルギー消費効率の基準値(全損失) 
 Hz kVA  W  

1 50 10  93  
20  133  
30  174  
50  257  
75  323  
100  393  
150  517  
200  627  
300  824  
500  1163  

60 10  79  
20  126  
30  167  
50  238  
75  315  
100  384  
150  509  
200  621  
300  822  
500  1170  

3 50 20  181  
30  236  
50  331  
75  432  
100  522  
150  681  
200  824  
300  1076  
500  1507  
750  2763  
1000  3398  
1500  4547  
2000  5589  

60 20  176  
 30  232  
 50  327  
 75  429  
 100  643  
 150  686  
 200  833  
 300  1094  
 500  1544  
 750  2679  
 1000  3312  
 1500  4465  
 2000  5519  
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7.5 誘導電動機の特性（JIS．JEM 抜粋） 

現在 JIS，JEM で規定している誘導電動機の特性を表 7.5-1，表 7.5-2 に示す。 

低圧三相かご形誘導電動機 - トップランナーモータの特性については、JIS C 4213-2014 及び電動

機メーカの仕様等を参照する。 

 

表 7.5-1 一般用低圧三相かご形誘導電動機（600〔V〕以下）の特性（JIS C 4210-2010） 

（a）IP2X 電動機の全負荷特性 

定格 

出力 

極

数 

同期回転速度

〔min-1〕 

絶

縁

の

種

類 

全負荷特性 参考値 

効率η 力率 Pf 無負荷電流
IO( 各相の
平均値) 

全 負 荷 電
流 I( 各相
の平均値) 

全 負 荷

滑り S 

〔kW〕  50〔HZ〕 60〔HZ〕 〔％〕 〔％〕  〔A〕  〔A〕 〔％〕 

0.75 2 3000  3600  E  68.0 以上 77.0 以上 2.1  3.9 7.5 
1.1    E 72.0 以上 79.0 以上 2.8 5.4 7.0 
1.5    E  74.5 以上 80.5 以上 3.4  6.9 7.0 
2.2    E  77.0 以上 81.5 以上 4.6  9.6 6.5 
3.7    E  80.0 以上 82.5 以上 6.9  15.4 6.0 
5.5    B  82.0 以上 82.5 以上 11  23 6.0 
7.5      B  83.0 以上 82.5 以上 14  31 6.0 
11     B  84.0 以上 82.5 以上 18  44 5.5 
15     B  85.0 以上 83.0 以上 23  58 5.5 
18.5     B  85.5 以上 83.5 以上 28  71 5.5 
22     B  86.0 以上 84.0 以上 32  84  5.0 
30     B  86.5 以上 84.5 以上 42  113  5.0 
37     F  87.0 以上 85.0 以上 50 138  5.0 
0.75 4 1500  1800  E  69.5 以上 70.0 以上  2.8 4.2 8.0 
1.1    E 73.0 以上 73.0 以上 3.6 5.8 7.5 
1.5    E  75.5 以上 75.0 以上  4.3 7.3 7.5 
2.2    E  78.5 以上 77.0 以上  5.5 10 7.0 
3.7    E  81.0 以上 78.0 以上  9.0  16.1 6.5 
5.5    B  82.5 以上 78.0 以上 12  24 6.0 
7.5      B  83.5 以上 79.0 以上 15  31 6.0 
11     B  84.5 以上 80.0 以上 22  45 6.0 
15     B  85.5 以上 80.5 以上 28  60 5.5 
18.5     B  85.5 以上 80.5 以上 34  74 5.5 
22     B  86.0 以上 81.0 以上 40  87  5.5 
30     B  86.5 以上 81.5 以上 53  117  5.5 
37     F  87.0 以上 82.0 以上 63 143  5.5 
0.75 6 1000  1200  E  68.0 以上 63.0 以上  3.4 4.8 8.5 
1.1    E 72.0 以上 67.0 以上 4.2 6.4 8.0 
1.5    E  74.5 以上 69.0 以上  5.2 8.0 8.0 
2.2    E  77.0 以上 71.0 以上  6.8  11.1 7.0 
3.7    B  80.0 以上 73.0 以上 10  17.4 6.5 
5.5    B  82.0 以上 73.0 以上 15  25 6.0 
7.5      B  83.0 以上 74.0 以上 19  34 6.0 
11     B  84.0 以上 75.5 以上 25  48 6.0 
15     B  84.5 以上 76.0 以上 34  64 6.0 
18.5     B  85.0 以上 76.5 以上 41  78 5.5 
22     F  85.5 以上 77.0 以上 47  92  5.5 
30     F  86.0 以上 78.0 以上 61  123  5.5 
37     F  86.5 以上 78.5 以上 74 152  5.5 

備考 この表の全負荷電流及び無負荷電流の値は、定格電圧 200V の場合のもので、定格電圧 E（V）の場合には、その 200/E をとる。 
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表 7.5-1 一般用低圧三相かご形誘導電動機（600〔V〕以下）の特性（続き） 

（b）IP4X 電動機の全負荷特性 

定格 

出力 

極

数 

同期回転速度

〔min-1〕 

絶

縁

の

種

類 

全負荷特性 参考値 

効率η 力率 Pf 無負荷電流
IO( 各相の
平均値) 

全負荷電
流 I( 各
相の平均
値) 

全 負 荷

滑り S 

〔kW〕  50〔HZ〕 60〔HZ〕 〔％〕 〔％〕  〔A〕  〔A〕 〔％〕 
0.2 2 3000  3600  E  54.5 以上 65.0 以上 1.1 1.6 10 
0.25    E 57.0 67.5 1.2 1.9 9.5 
0.37    E 61.0 71.5 1.4 2.4 8.5 
0.4    E  62.0 以上 72.0 以上 1.5 2.5 8.5 
0.55    E 65.5 74.5 1.8 3.2 8.0 
0.75    E  68.0 以上 77.0 以上 2.1 3.9 7.5 
1.1    E 71.5 79.0 2.7 5.3 7.0 
1.5    E  74.5 以上 80.5 以上 3.4 6.9 7.0 
2.2    E  77.0 以上 81.5 以上 4.6 9.6 6.5 
3.7    E  80.0 以上 82.5 以上 6.9  15.4 6.0 
5.5    B  82.0 以上 82.5 以上 11  23 6.0 
7.5     B  83.0 以上 82.5 以上 14  31 6.0 

11     B  84.0 以上 82.5 以上 18  44 5.5 
15     B  85.0 以上 82.5 以上 24  59 5.5 
18.5     B  85.5 以上 83.0 以上 29  72 5.5 
22     B  86.0 以上 83.5 以上 32  84  5.0 
30     F  86.5 以上 84.0 以上 43  114  5.0 
37     F  87.0 以上 84.5 以上 51 139  5.0 
0.2 4 1500  1800  E  56.0 以上 53.0 以上 1.5 1.8 10.5 
0.25    E 58.5 56.5 1.6 2.1 10.0 
0.37    E 62.5 62.0 1.9 2.6 9.0 
0.4    E  63.5 以上 63.0 以上 2.0 2.8 9.0 
0.55    E 66.5 67.0 2.3 3.4 8.5 
0.75    E  69.5 以上 70.0 以上 2.8 4.2 8.0 
1.1    E 73.0 73.0 3.5 5.6 7.5 

 1.5    E  75.5 以上 75.0 以上 4.3 7.3 7.5 
 2.2    E  78.5 以上 77.0 以上 5.5 10 7.0 
 3.7    E  81.0 以上 78.0 以上 9.0  16.1 6.5 
 5.5    B  82.5 以上 78.0 以上 13  24 6.0 
 7.5     B  83.5 以上 78.0 以上 16  32 6.0 
11     B  84.5 以上 79.0 以上 23  45 6.0 
15     B  85.5 以上 79.5 以上 29  61 5.5 
18.5     B  86.0 以上 80.0 以上 35  74 5.5 
22     B  86.5 以上 80.5 以上 40  87  5.5 
30     F  87.0 以上 81.0 以上 53  117  5.5 
37     F  87.5 以上 81.5 以上 64 143  5.5 
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表 7.5-1 一般用低圧三相かご形誘導電動機（600〔V〕以下）の特性（続き） 

（b）IP4X 電動機の全負荷特性 

定格 

出力 

極

数 

同期回転速度

〔min-1〕 

絶

縁

の

種

類 

全負荷特性 参考値 

効率η 力率 Pf 無負荷電流
IO( 各相の
平均値) 

全負荷電
流 I( 各
相の平均
値) 

全 負 荷

滑り S 

〔kW〕  50〔HZ〕 60〔HZ〕 〔％〕 〔％〕  〔A〕  〔A〕 〔％〕 
0.4 6 1000  1200  E  62.0 以上 55.0 以上 2.5 3.2 10 
0.55    E 65.0 59.5 2.9 3.9 9.0 
0.75    E  68.0 以上 63.0 以上 3.4 4.8 8.5 
1.1    E 72.0 66.5 4.3 6.2 8.0 

 1.5    E  74.5 以上 69.0 以上 5.2 8.0 8.0 
 2.2    E  77.0 以上 71.0 以上 6.8 11.1 7.0 
 3.7    B  80.0 以上 73.0 以上 10 17.4 6.5 
 5.5    B  82.0 以上 73.0 以上 15  26 6.0 
 7.5     B  83.0 以上 73.0 以上 19  34 6.0 
11     B  84.0 以上 74.5 以上 26  48 6.0 
15     B  84.5 以上 75.0 以上 35  65 6.0 
18.5     F  85.0 以上 76.0 以上 41  79 5.5 
22     F  85.5 以上 76.5 以上 47  93  5.5 
30     F  86.0 以上 77.5 以上 61  124  5.5 
37     F  86.5 以上 78.0 以上 74 152  5.5 

備考 この表の全負荷電流及び無負荷電流の値は、定格電圧 200V の場合のもので、定格電圧 E（V）の場合には、その 200/E をとる。 
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表 7.5-2 高効率低圧三相かご形誘導電動機の特性（JIS C 4212-2010） 

（a）IP2X 電動機の効率値 

極数 2 4 6 
周波数 50Hz 60Hz 50Hz 60Hz 50Hz 60Hz 

定格出力  電圧 
 kW 

200V 又は 400V 200V 又は 400V 200V 又は 400V 200V 又は 400V 200V 又は 400V 200V 又は 400V 

0.75 77.5 78.5 80.0 82.0 78.0 80.0 
1.5 83.0 84.0 82.0 84.0 82.0 84.0 
2.2 83.0 84.0 85.0 86.5 84.0 85.5 
3.7 85.0 85.5 86.0 87.5 85.5 87.0 
5.5 87.0 87.5 87.5 88.5 87.0 88.5 
7.5 88.0 88.5 88.5 89.5 88.0 89.0 

11  89.0 89.5 90.0 90.6 89.0 90.0 
15  89.5 90.2 90.2 91.0 89.5 90.6 
18.5  90.6 91.0 90.6 91.4 90.6 91.4 
22  90.6 91.0 91.4 92.1 91.0 91.7 
30  91.0 91.4 91.7 92.1 91.4 92.1 
37  91.4 91.7 92.1 92.4 91.7 92.4 
45 91.7 92.1 92.1 92.7 92.1 92.7 
55 92.1 92.4 92.4 93.0 92.4 93.0 
75 92.4 92.7 92.7 93.3 92.4 93.0 
90 92.7 93.0 93.0 93.6 92.7 93.3 

110 93.0 93.3 93.3 93.6 93.0 93.6 
132 93.3 93.6 93.3 93.9 93.3 93.9 
160 93.9 94.1 93.6 94.5 93.6 94.1 

 

（b）IP4X 電動機の効率値 

極数 2 4 6 
周波数 50Hz 60Hz 50Hz 60Hz 50Hz 60Hz 

定格出力  電圧 
 kW 

200V 又は 400V 200V 又は 400V 200V 又は 400V 200V 又は 400V 200V 又は 400V 200V 又は 400V 

0.2 70.0 71.0 72.0 74.0 - - 
0.4 76.0 77.0 76.0 78.0 73.0 76.0 
 0.75 77.5 78.5 80.5 82.5 78.5 80.0 
1.5 83.0 84.0 82.5 84.0 83.0 84.5 
2.2 84.5 85.5 85.5 87.0 84.5 86.0 
3.7 87.0 87.5 86.0 87.5 86.0 87.0 

 5.5 88.0 88.5 88.5 89.5 88.0 89.0 
 7.5 88.5 89.0 88.5 89.5 88.5 89.5 
11 90.0 90.2 90.2 91.0 89.5 90.2 
15 90.0 90.2 90.6 91.0 89.5 90.2 
18.5 90.6 91.0 91.7 92.4 91.0 91.7 
22 91.0 91.0 91.7 92.4 91.0 91.7 
30 91.4 91.7 92.4 93.0 91.7 92.4 
37 92.1 92.4 92.4 93.0 91.7 92.4 
45 92.4 92.7 92.7 93.0 92.4 93.0 
55 92.7 93.0 93.3 93.6 93.3 93.6 
75 93.6 93.6 94.1 94.5 93.6 94.1 
90 94.3 94.5 94.1 94.5 93.9 94.1 

110 94.3 94.5 94.1 94.5 94.5 95.0 
132 94.8 95.0 94.5 95.0 94.5 95.0 
160 94.8 95.0 94.8 95.0 94.5 95.0 
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表 7.5-3 高圧（３〔kV〕）Ｆ種絶縁三相かご形誘導電動機（JEM 1381(1993)） 

（a）電動機の特性（開放形） 

 

注１ 最大始動電流の値は、JIS C 4207 の 5.1（１）（正比例法）の規定による。備考 この表の全負荷電流、無負荷電流及び最大始

動電流の値は、定格電圧が 3000V の電動機の場合のものであり、定格電圧が 3300V の電動機の場合には、上表の値に 3000/3300

を乗じた値とする。 

電動機の 

定格出力 

極

数 

同期速度 

〔min-1〕 

全負荷特性 最  大 

始動電流(注 1) 

Ist ( 各相の

平均値) 

参  考  値 

無負荷電流 

Io ( 各相の

平均値) 

全負荷電流 

I ( 各相の

平均値) 

全負荷 

滑 り

S 

 

  50 60 効率η 力率 pf 

〔kW〕  〔HZ〕 〔HZ〕 〔％〕 〔％〕 〔A〕 〔A〕 〔A〕 〔％〕 

 75    87.0 以上 82.5 以上 135 以下  8.0 19.7 4.0 

 90    87.5 以上 83.0 以上 160 以下  9.4 23.4 4.0 

110  

132 
２ 3000 3600 

88.0 以上

88.5 以上 

83.5 以上

84.0 以上 

195 以下 

235 以下 

11.1  

13.0 

28.2  

33.6 

4.0 

3.5 

160    89.0 以上 84.5 以上 280 以下 15.2 40.2 3.5 

200    89.5 以上 85.0 以上 345 以下 18.3 49.5 3.5 

 75    87.0 以上 80.5 以上 125 以下  9.0 20.2 4.5 

 90    87.5 以上 81.0 以上 150 以下 10.4 24.0 4.0 

110    88.0 以上 81.5 以上 180 以下 12.3 29.0 4.0 

132 ４ 1500 1800 88.5 以上 82.0 以上 215 以下 14.4 34.3 4.0 

160    89.0 以上 82.5 以上 260 以下 16.9 41.1 3.5 

200    89.5 以上 83.0 以上 320 以下 20.2 50.8 3.5 

250    90.0 以上 83.5 以上 400 以下 25.0 62.9 3.5 

 75    86.5 以上 77.0 以上 135 以下 10.4 21.3 4.5 

 90    87.0 以上 78.0 以上 160 以下 12.2 25.3 4.5 

110 ６ 1000 1200 87.5 以上 79.0 以上 190 以下 14.0 30.2 4.0 

132    88.0 以上 79.5 以上 225 以下 16.0 35.6 4.0 

160    88.5 以上 80.0 以上 270 以下 19.0 42.7 4.0 

 75    85.5 以上 73.5 以上 135 以下 12.3 22.5 4.5 

 90  ８ 750 900 86.0 以上 74.5 以上 160 以下 14.0  26.5  4.5  

110    86.5 以上 75.5 以上 190 以下 16.4 31.8 4.5 

132    87.0 以上 76.0 以上 225 以下 19.2 37.7 4.5 
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表 7.5-3 高圧（３〔kV〕）Ｆ種絶縁三相かご形誘導電動機（続き） 

（b）電動機の特性（全閉形） 

電力機の 

定格出力 

極

数 

同期速度 

〔min-1〕 

全負荷特性 最  大 
始動電流(注 2)  

Ist ( 各相の
平均値) 

参  考  値 

無負荷電流 
Io ( 各相の
平均値) 

全負荷電流 
I ( 各相の
平均値) 

全負荷 
滑 り
S 

〔kW〕  〔HZ〕 〔HZ〕 〔％〕 〔％〕 〔A〕 〔A〕 〔A〕 〔％〕 

 75    87.5 以上 82.0以上 145 以下  8.2 19.7 4.0 

 90    88.0 以上 82.5以上 175 以下  9.6 23.4 4.0 

110 ２ 3000 3600 88.5 以上 83.0以上 210 以下 11.3 28.2 4.0 

132    89.0 以上 83.5以上 250 以下 13.2 33.6 3.5 

160    89.5 以上 84.0以上 300 以下 15.5 40.2 3.5 

 75    87.5 以上 80.0以上 130 以下  9.1 20.2 4.5 

 90    88.0 以上 80.5以上 155 以下 10.6 24.0 4.0 

110 ４ 1500 1800 88.5 以上 81.0以上 185 以下 12.6 29.0 4.0 

132    89.0 以上 81.5以上 220 以下 14.7 34.3 4.0 

160    89.5 以上 82.0以上 265 以下 17.3 41.1 3.5 

 75    87.0 以上 76.5以上 140 以下 10.6 21.3 4.5 

90 110 
６ 1000 1200 

87.5 以上

88.0 以上 

77.5以上

78.5以上 

165 以下 

195 以下 

12.3 

14.3 

25.3 

30.2 

4.5 

4.0 

132    88.5 以上 79.0以上 230 以下 16.6 35.6 4.0 

 75    86.0 以上 73.0以上 140 以下 12.3 22.5 4.5 

 90 ８  750  900 86.5 以上 74.0以上 165 以下 14.1 26.5 4.5 

110    87.0 以上 75.0以上 200 以下 16.5 31.8 4.5 

 

注２ 最大始動電流の値は、JIS C 4207 の 5.1（１）（正比例法）の規定による。備考 この表の全負荷電流、無負荷電流及び最大始

動電流の値は、定格電圧が 3000V の電動機の場合のものであり、体格でなつが 3300V の電動機の場合には、上表の値に 3000/3300
 

を乗じた値とする。 
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7.6 電線・ケーブルの特性 

電線・ケーブルの外径、絶縁体厚さ、シース厚さ、導体抵抗、概算質量等の特性データの参照規格

を表 7.6-1 に示す。 

表 7.6-1 電線・ケーブルの特性 

区分 名   称 記号 種類 参照規格 

絶縁電線 600V ビニル絶縁電線 

 

IV  

 

単線  :0.8～5.0mm 

より線:0.9～500mm2 

JIS C 3307(2000) 

 600V 耐燃性ポリエチレン絶縁電線 IE/F(EM-IE) 単線  :0.8～5.0mm 

より線:0.9～500mm2 

JIS C 3612(2002) 

電 力 用 

ケーブル 

600V 架橋ポリエチレン絶縁ビニル

シースケーブル 

600V CV 

 

単心  :2～1000mm2 

2C～4C:2～325mm2 

JIS C 3605(2002) 

 600V 架橋ポリエチレン絶縁耐燃性

ポリエチレンシースケーブル 

600V CE/F 

(EM-CE) 

  

 高圧架橋ポリエチレン絶縁ビニル

シースケーブル 

6600V CV,CVT 単心:8～1000mm2 

3C  :8～325mm2 

JIS C 3606(2003) 

 高圧架橋ポリエチレン絶縁耐燃性

ポリエチレンシースケーブル 

6600VCE/F,CET/F 

(EM-CE, EM-CET) 

ﾄﾘﾌﾟﾚｯｸｽ形: 

22～600mm2 

 

制 御 用 

ケーブル 

制御用ビニル絶縁ビニルシースケ

ーブル 

CVV  2C～4C :1.25～22mm2 

5C,6C  :1.25～14mm2 

7C～12C:1.25～8mm2 

15C,20C:1.25～5.5mm2 

30C    :1.25～3.5mm2 

JIS C 3401(2002) 

 制御用ポリエチレン絶縁耐燃性ポ

リエチレンシースケーブル 

CEE/F(EM-CEE)  

 制御用ビニル絶縁ビニルシースケ

ーブル(銅テープ遮へい付) 

CVV-S  2C,3C  :1.25～100mm2 

4C     :1.25～60mm2 

5C～8C :1.25～14mm2 

10C,12C:1.25～8mm2 

15C,20C:1.25～5.5mm2 

30C    :1.25～3.5mm2 

JCS-4258(2003) 

 制御用ポリエチレン絶縁耐燃性ポ

リエチレンシースケーブル(銅テー

プ遮へい付) 

CEE/F-S 

(EM-CEE-S) 

 

計 装 用 

ケーブル 

弱電計装用ポリエチレン絶縁、ビニ

ルシースケーブル 

JKEV 同心形 

2C～20C:1.25,2mm2 

対形 

1P～15P:0.5,0.75, 

0.9,1.25,2 mm2 

JCS-4364(2003) 

 弱電計装用ビニル絶縁、ビニルシー

スケーブル 

JKVV  

 弱電計装用ポリエチレン絶縁、ポリ

エチレンシースケーブル 

JKEE  

通 信 用 

ケーブル 

市内対ポリエチレン絶縁ビニルシ

ースケーブル 

CPEV  3P～200P: 

0.5,0.65,0.9,1.2mm 

JCS-5224(2019) 

 市内対ポリエチレン絶縁耐燃性ポ

リエチレンシースケーブル 

CPEE/F 

(EM-CPEE) 

JCS-5420(2011) 

着色識別ポリエチレン絶縁ビニル

シースケーブル 

FCPEV 3P～200P: 

  0.65,0.9,1.2mm 

JCS-5402(2019) 

着色識別ポリエチレン絶縁ビニル

シースケーブル（遮へい付） 

FCPEV-S 1P～200P: 

  0.65,0.9,1.2mm 

JCS-5421(2011) 

同 軸 

ケーブル 

高周波同軸ケーブル  

 

NC-2V N=1.5～10 JISC3501(2009) 

 耐燃性ポリエチレンシース高周波

同軸ケーブル 

NC-2E/F 

(EM-NC-2E) 

JCS-5422(2012) 
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（参考）環境配慮形ケーブル・電線 

 

１．地球温暖化防止等に資する取り組み 

 国土交通省大臣官房官庁営繕部においては「環境基本法（平成９年法律第９１号）」、「国家機関の

建築物及びその附帯施設の位置、規模及び構造に関する基準（平成６年１２月１５日建設省告示第

2379 号）」に基づき、官庁営繕行政における地球環境保全対策の推進に資することを目的とした「環

境配慮形官庁施設計画指針（平成１０年３月３０日建設大臣官房官庁営繕部）」を定め関係省庁、地

方公共団体等に通知するとともに、公共建築における環境対策を通じ、国の建築全体としてのＣＯ2

排出量の削減に役立てることとしている。 

 環境配慮形ケーブル・電線はこれらの取り組みに関連し導入されつつあることから、農業用用排

水施設に附帯する受変電設備の電源・通信線への適用に当たっては、必要により関係機関との協議・

調整を図るとともに、電線等の特徴、規格、仕様及び施工条件等に十分留意するものとする。 

 

２．エコケーブル、エコ電線の特徴 

塩素などのハロゲン系化合物を含まず、焼却処理や火災発生時にダイオキシンやハロゲン系ガス

が発生せず、発煙も少ないケーブル、電線をエコケーブル（ＥＭケーブル）、エコ電線（ＥＭ電線）

という。また、埋め立て処分後の鉛溶出がなく、廃棄後に被覆材と電線本体の分別が容易であるな

ど、環境に配慮した電線やケーブルもこう呼ばれている。 

代替被覆材の原料としては、ポリオレフィン樹脂や金属水酸化物系などがあり、1998 年から（社）

日本電線工業会で規格化され、電力用、制御用、警報用及び通信用のエコ電線・エコケーブルが制

定され、商品化に伴い通信、電力、地下鉄部門等で近年普及してきている。 

一般的なＥＭ(エコマテリアル[Eco－Material]）ケーブル、電線等の特徴は次のとおりである。

（社団法人日本電線工業会による） 

(1) 被覆材にハロゲン元素を含まないため、焼却や火災時などに有害なハロゲン ガスの

発生がない。 

(2) 被覆材に重金属を含まず、土壌汚染のおそれがない。 

(3) 燃焼時の発煙量が少ない。 

(4) 腐食性ガスを発生しない。 

(5) 耐熱温度が高いため品種によっては許容電流を大きく取れる。 

ＥＭ ＩＥ/Ｆ,ＥＭ ＥＥ/Ｆ,ＥＭ ＣＥＥ/Ｆの場合 

ＰＶＣ；60℃→耐燃性ＰＥ；75℃ 

(6) 被覆材料がポリエチレン系に統一されているため、リサイクル性が良い 
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３．構造 

 従来型ケーブル・電線等との構造比較の概要を図 7.6-1 に示す 
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7.7 電線路工事材料 

 

7.7.1 引込口及び架空電線路工事材料 

(1) コンクリート柱 

コンクリート柱は JIS A 5373(2016) 「プレキャストプレストレストコンクリート製品」の付属 
書 1(規定)ポール類に寸法、強度などが規定されており 1 種及び 2 種に区分される。1 種は主と

して送電、配電、通信及び信号に用い、2 種は主として鉄道及び軌道（無軌条電車を含む）におけ

る電線路に用いる。ポール 1種は、寸法及びひびわれ試験荷重によって、表 7.7-1 に示すように区

分される。 

表 7.7-1  コンクリート柱（１種）の寸法及びひび割れ試験荷重  

長さ〔m〕 
荷重点の

高さ〔m〕 

支持点の

高さ〔m〕 

ひび割れ試験荷重 kN 

末口径〔mm〕 

120 140 190 220 

 7  5.55 1.2 - 1.5 - - 

 8  6.35 1.4 - 1.5 

2.0 

4.3 - 

 9  7.25 1.5 2.0 2.5 3.5 

4.3 

5.0 

- 

10  8.05 1.7 2.0 2.5 3.5 

5.0 

- 

11  8.85 1.9 2.0 - 3.5 

5.0 

- 

12  9.75 2.0 - - 3.5 

5.0 

7.0 

- 

13 10.55 2.2 - - 3.5 

5.0 

7.0 

- 

14 11.35 2.4 - - 3.5 

5.0 

7.0 

- 

15 12.25 2.5 - - 5.0 

7.0 

10 

- 

16 13.25 2.5 - - 5.0 

7.0 

10 

10 

15 

17 14.25 2.5 - - 5.0 

7.0 

10 

10 

15 

 



第７章 参考資料 
 

7-93 
 

(2) パンザマスト 

 

表 7.7-2 パンザマストの寸法 

種別 

               

仕  様 

呼 称 

長さ〔ｍ〕 末口〔㎝〕 元口〔㎝〕 

２  型 

R 25 

R 26 

R 27 

R 28 

7.22  

8.88  

10.50  

12.08  

13.5  

13.5  

13.5  

13.5  

28.6  

32.1  

35.6  

39.1  

３  型 

R 36 

R 37 

R 38 

R 39 

R 310 

7.10  

8.72  

10.30  

11.84  

13.34  

17.0  

17.0  

17.0  

17.0  

17.0  

32.1  

35.6  

39.1  

42.7  

46.4  

４  型 

R 47 

R 48 

R 49 

R 410 

R 411 

6.98  

8.56  

10.10  

11.60  

13.06  

20.5  

20.5  

20.5  

20.5  

20.5  

35.6  

39.1  

42.7  

46.1  

49.6  

５  型 

R 58 

R 59 

R 510 

R 511 

R 512 

6.86  

8.40  

9.90  

11.36  

12.80  

24.0  

24.0  

24.0  

24.0  

24.0  

39.1  

42.7  

46.1  

49.6  

53.4  

 

備考１．一般に使用する標準サイズを抜粋したものである。 

２．種別、呼称の記号は次による。 
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7.7.2 地中電線路工事材料 

 (1)波付硬質可とうポリエチレン管 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

波付硬質ポリエチレン管の形状 

 

表 7.7-3  波付硬質ポリエチレン管標準寸法（参考） 

メーカー 呼び径
〔mm〕 

外 径 
約〔mm〕 

内 径 
約〔mm〕 

ピッチ 
約〔mm〕 

参考質量
〔kg／m〕 

Ａ社 

 30 
 40 
 50 
 65 
 80 
100 
125 
150 
200 

 40 
 54 
 65 
 85 
102 
130 
160 
189 
253 

 30 
 40 
 50 
 66 
 80 
100 
125 
150 
200 

10 
13 
17 
21 
25 
32 
39 
47 
55 

0.2 
0.3 
0.4 
0.6 
0.7 
1.0 
1.5 
2.0 
3.5 

Ｂ社 

 30 
 40 
 50 
 65 
 80 
100 
125 
150 
200 

 41 
 56 
 66 
 87 
103 
128 
162 
194 
256 

 31 
 42 
 51 
 68 
 81 
101 
129 
155 
205 

10 
13 
15 
16 
19 
25 
34 
38 
47 

0.2 
 0.35 
0.4 
0.7 
0.8 
1.1 
1.5 
2.1 
3.3 

Ｃ社 

 30 
 40 
 50 
 65 
 80 
100 
125 
150 
200 

 39 
 54 
 65 
 84 
102 
130 
161 
189 
253 

 30 
 40 
 50 
 65 
 80 
100 
125 
150 
200 

10 
13 
17 
20 
25 
34 
40 
47 
55 

0.2 
0.3 
0.4 
0.6 
0.7 
1.0 
1.5 
2.0 
3.6 
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(2)ケーブルトラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケーブルトラフの外観 

 

表 7.7-4  ケーブルトラフの寸法（JIS A5372-2016 付属書 7 抜粋）(単位 mm) 

呼び名 a  b  c  d  e  f  g  h  i  I  

                  本体 ふた 

70  70 120 75 25  65 40 30 15 (1)  

1000  

500 

120 120 170     115 60 50   (2)   

 150A  150 210 90 30 145     20 500   

 150B      120               

 200A  200 270 90 35 190           

 200B      170               

 200C      250               

250 250 330 170 40 240     25     

300 300 390   45 290           

 300C      250               

330 330 430 210 50 320           

400 400 510 215 55 390           

430 430 540 175   420           

 430C      250               

550 550 670 215 60 540 70 60 50     

620 620 820 370 100 610 90 80       

注１．呼び名 70 の本体の長さ（ｉ） は、500mm とすることができる。この場合、横鉄筋の本数は（ ）内の数と

し、曲げ強さ荷重は、規定値の 1/2 とする。 

２．呼び名 120～620 の本体の長さ（ｉ） は、1 000mm とすることができる。この場合、横鉄筋の本数は（ ）

内の数とし、曲げ強さ荷重は、規定値の２倍とする。 
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(3) ハンドホール及びマンホール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.7-1  標準ハンドホール外形図（現場打式，ブロック式） 

（国土交通省官庁営繕部｢公共建築設備工事標準図 電気設備工事編｣抜粋） 

  

(mm)
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図 7.7-2  標準マンホール外形図（現場打式） 

（国土交通省官庁営繕部｢公共建築設備工事標準図 電気設備工事編｣抜粋） 
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図 7.7-3  標準マンホール外形図（ブロック式） 

（国土交通省官庁営繕部｢公共建築設備工事標準図 電気設備工事編｣抜粋） 

単位(mm) 
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7.7.3 ケーブルピット工事材料 

(1)ケーブルピット 

 

表 7.7-5  ケーブルピットの寸法（参考） 

ケーブルピット幅〔mm〕 深 さ〔mm〕 

 200 300 

 300 〃 

 400 〃 

 500 300～500 

 600 〃 

 700 〃 

 800 〃 

 900 〃 

1000 〃 
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               ビットカバー参考寸法重量表        単位(kg) 

配線 ピットカバー寸法 

ピット幅 巾 板厚 TC=4.5t  長さ LC 

WP(mm) WC 400 600 800 1000 1200 

 200  250  3.7  5.6  7.4  9.2 11.0 
 300  350  5.2  7.7 10.3 12.8 15.4 
 400  450  6.6  9.9 13.2 16.5 19.8 
 500  550  8.1 12.2 16.1 20.2 24.2 

 600  650 12.0 16.8 21.5 26.5 31.5 

 700  750 13.9 19.4 24.8 30.3 35.9 

 800  850 15.8 22.0 28.2 34.4  

 900  950 17.8 24.8 31.7   

1000 1050 19.6 27.3 35.0   

備考１．太線内は補助アングルを含む重量とする。 

  ２．取手付のカバーは＋0.9〔kg〕とする。 

 

図 7.7-4 ケーブルピットの蓋及び縁金物の選定例 

B

B

A A

 A-A 断面図   B-B 断面図  

“A”

 “B”部詳細  

ピットカバー受金 

(L40×40×5t) 

 取 付 平 面 図  

“B”

 “C”部平面取手詳細  

WC

L
C

40

TC

50 50

“C”

補強アングル 

(L40×40×5t) 

25
19

2 以内 
ピット縁金物 

ピット縁アングル 
RB9φ×300 

(ピッチ 1m 以下) 

 “A”部詳細  

2 以内 

配電盤ベース 

112～126 

7
0
～

8
0

ビス 4φ×4 コ 
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7.7.4  ケーブル電線管工事材料 

表 7.7-6 厚鋼電線管の寸法、重量、有効ねじ部の長さ及び寸法の許容差表  

JIS C 8305(1999) 

呼び方 外径 

〔㎜〕 

外径の許容差

〔㎜〕 

厚さ 

〔㎜〕 

重量 

〔kg／ｍ〕 

有効ねじ部の長さ 〔mm〕 

最大 最小 

 Ｇ16 

 Ｇ22 

 Ｇ28 

 Ｇ36 

 Ｇ42 

 Ｇ54 

 Ｇ70 

 Ｇ82 

 Ｇ92 

Ｇ104 

 21.0  

 26.5  

 33.3  

 41.9  

 47.8  

 59.6  

 75.2  

 87.9  

100.7  

113.4 

±0.3 

±0.3 

±0.3 

±0.3 

±0.3 

±0.3 

±0.3 

±0.3 

±0.4 

±0.4 

2.3 

2.3 

2.5 

2.5 

2.5 

2.8 

2.8 

2.8 

3.5 

3.5 

1.06 

1.37 

1.90 

2.43 

2.79 

3.92 

5.00 

5.88 

8.39 

9.48 

19 

22 

25 

28 

28 

32 

36 

40 

42 

45 

16 

19 

22 

25 

25 

28 

32 

36 

36 

39 

 

表 7.7-7  薄鋼電線管の寸法、重量、有効ねじ部の長さ及び寸法の許容差表  

JIS C 8305(1999)  

呼び方 外径 

〔㎜〕 

外径の許容差

〔㎜〕 

厚さ 

〔㎜〕 

重量 

〔kg ／ｍ〕 

有効ねじ部の長さ 〔mm〕 

最大 最小 

Ｃ19 

Ｃ25 

Ｃ31 

Ｃ39 

Ｃ51 

Ｃ63 

Ｃ75 

19.1  

25.4  

31.8  

38.1  

50.8  

63.5  

76.2 

±0.2 

±0.2 

±0.2 

±0.2 

±0.2 

 ±0.35 

 ±0.35 

1.6 

1.6 

1.6 

1.6 

1.6 

2.0 

2.0 

 0.690 

 0.939 

1.19 

1.44 

1.94 

3.03 

3.66 

14 

17 

19 

21 

24 

27 

30 

12 

15 

17 

19 

22 

25 

28 

 

表 7.7-8  ねじなし電線管の寸法、重量及び寸法の許容差表 

JIS C  8305(1999)  

呼び方 外径 

〔㎜〕 

外径の許容差

〔㎜〕 

厚さ 

〔㎜〕 

重量 

〔kg ／ｍ〕 

Ｅ19 

Ｅ25 

Ｅ31 

Ｅ39 

Ｅ51 

Ｅ63 

Ｅ75 

19.1 

25.4 

31.8 

38.1 

50.8 

63.5 

76.2 

±0.15 

±0.15 

±0.15 

±0.15 

±0.15 

±0.25 

±0.25 

1.2 

1.2 

1.4 

1.4 

1.4 

1.6 

1.8 

 0.530 

 0.716 

1.05 

1.27 

1.71 

2.44 

3.30 
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表 7.7-9 ポリエチレンライニング鋼管の寸法 

ケーブル保護用合成樹脂被覆鋼管の寸法(原管寸法及び被膜厚さ)   JIS C 8380(2009) 

呼び方 外 径 呼び厚さ 単位質量 有効ねじ部の長さ〔mm〕 被膜厚さ 

〔mm〕 〔mm〕 〔kg/m〕 最大 最小 〔mm〕 

G16LL,G16LT  21.0±0.3 2.3 1.06 19 16  

G22LL,G22LT  26.5±0.3 2.3 1.37 22 19  

G28LL,G28LT  33.3±0.3 2.5 1.90 25 22  

G36LL,G36LT  41.9±0.3 2.5 2.43 28 25  

G42LL,G42LT  47.8±0.3 2.5 2.79 28 25 0.6±0.2 

G54LL,G54LT  59.6±0.3 2.8 3.92 32 28  

G70LL,G70LT  75.2±0.3 2.8 5.00 36 32  

G82LL,G82LT  87.9±0.3 2.8 5.88 40 36  

G92LL,G92LT 100.7±0.4 3.5 8.39 42 36  

G104LL,G104 LT 113.4±0.4 3.5 9.48 45 39  

 

 

表 7.7-10  金属製可とう電線管 可とう管の寸法 

          JIS C 8309(1999)  

可とう管 

の呼び 

最小内径 

〔mm〕 

外 径 

〔mm〕 

外径の 

許容差 

〔mm〕 

ピッチ 

〔mm〕 

ピッチの 

許容差 

〔mm〕 

 10   9.2  13.3 ±0.2 1.6 ±0.2 

 12  11.4  16.1    

 15  14.1  19.0    

 17  16.5  21.5    

 24  23.8  28.8  1.8 ±0.2 

 30  29.3  34.9    

 38  37.1  42.9 ±0.4   

 50  49.1  54.9    

 63  62.6  69.1 ±0.6 2.0 ±0.3 

 76  76.0  82.9    

 83  81.0  88.1    

101 100.2 107.3    
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表 7.7-11  金属製可とう電線管 ビニル被覆可とう管の外径寸法 

JIS C 8309(1999)  

 単位 mm 

ビニル被膜 

可とう管の呼び 

外 径 外径の許容差 

 10 

 12 

 15 

 17 

 24 

 30 

 14.9 

 17.7 

 20.6 

 23.1 

 30.4 

 36.5 

±0.2 

 38 

 50 

 44.9 

 56.9 
±0.4 

 63 

 76 

 71.5 

 85.3 
±0.6 

 83 

101 

 90.9 

110.1 
±0.8 

 

 

 

表 7.7-12 硬質塩化ビニル電線管寸法表 

JIS C 8430(1999)  

呼び 

各部の寸法〔mm〕 

外径 厚さ 長さ 

 基準 

寸法 

最大・最小 

外径の許容差 

平均外径 

の許容差 

最小 許容差 基準 

寸法 

許容差 

14 18.0 ±0.2 ±0.2 1.8 +0.4 4000 ±10 

16 22.0 ±0.2 ±0.2     

22 26.0 ±0.2 ±0.2     

28 34.0 ±0.3 ±0.2 2.7 +0.6   

36 42.0 ±0.3 ±0.2 3.1    

42 48.0 ±0.3 ±0.2 3.6    

54 60.0 ±0.4 ±0.2 4.1 +0.8   

70 76.0 ±0.5 ±0.2     

82 89.0 ±0.5 ±0.2 5.5    
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表 7.7-13 合成樹脂製可とう電線管寸法表 

                                          (JIS C 8411(1999)) 

呼び 

PF 管各部の寸法〔mm〕 

外径 外径の許容差 参考内径 

14 

16 

21.5 

23.0 
±0.30 

14 

16 

22 30.5  22 

28 

36 

36.5 

45.5 
±0.50 

28 

36 

42 52.0  42 

 

 

表 7.7-14 電線管占積率別内断面積表 

名 称  
外 径

〔mm〕 

内 径

〔mm〕 

管内 

断面積 

〔mm2〕 

占 積 率 

32 〔％〕 48 〔％〕 

厚鋼電線管  104 

92 

82 

70 

54 

42 

36 

28 

22 

16 

113.4 

100.7 

87.9 

75.2 

59.6 

47.8 

41.9 

33.3 

26.5 

21.0 

106.4 

93.7 

82.3 

69.6 

54.0 

42.8 

36.9 

28.3 

21.9 

16.4 

8886  

6892  

5317  

3802  

2289  

1438  

1069  

629.7 

376.5 

211.1 

2843 

2205 

1701 

1216 

732 

460 

342 

201 

120 

67 

4265 

3308 

2552 

1825 

1098 

690 

513 

301 

180 

101  

薄鋼電線管 75 

63 

51 

39 

31 

25 

19 

76.2 

63.5 

50.8 

38.1 

31.8 

25.4 

19.1 

72.2 

59.5 

47.6 

34.9 

28.6 

22.2 

15.9 

4092  

2779  

1779  

956.1 

642.1 

386.9 

198.5  

1309 

889 

569 

305 

205 

123 

63 

1964 

1333 

853 

458 

308 

185 

95  
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No. 使 用 材 料 

① 電 線 管 

② 軽量形鋼 40×30 

③ パイプクリップ 

④ あと施工アンカーＭ６ 

 

備考 1．管間隔寸法は電線管取付に支障のない最少寸法とする。 

2．軽量形鋼，パイプクリップ，ボルト類は同一材質を使用する。 

 

図 7.7-5 金属管、合成樹脂管配管図（天井直付）例 
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No. 使 用 材 料 

① 電 線 管 

② パイプクリップ 

③ 軽量形鋼 40×30 

④ あと施工アンカーＭ６ 

 

 

 備考 1. 管間隔寸法は電線管取付に支障のない最少寸法とする。 

2. 軽量形鋼，パイプクリップ，ボルト類は同一材質を使用する 

 

図 7.7-6 金属管、合成樹脂管配管図（床上露出）例 
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表 7.7-15 プルボックスの標準寸法 

 単位（mm） 

       ｃ 
ａ  ｂ 80 100 200 300 400 

 200 
 200 
 300 

200×200×80 200×200×100 
200×300×100 

200×200×200 
200×300×200 

  

  300 300×300×80 300×300×100 300×300×200 300× 300×300  
 300  400  300×400×100 300×400×200 300× 400×300  
  500  300×500×100 300×500×200 300× 500×300  

  400 400×400×80 400×400×100 400×400×200 400× 400×300 400× 400×400 
 400  500  400×500×100 400×500×200 400× 500×300 400× 500×400 
  600  400×600×100 400×600×200 400× 600×300 400× 600×400 

 500 
 500 
 600 
 800 

500×500×80  500×500×200 
500×600×200 
500×800×200 

500× 500×300 
500× 600×300 
500× 800×300 

500× 500×400 
500× 600×400 
500× 800×400 

  600   600×600×200 600× 600×300 600× 600×400 
 600  800   600×800×200 600× 800×300 600× 800×400 
 1000    600×1000×300 600×1000×400 

 800 
 800 
1000 

   800× 800×300 
800×1000×300 

800× 800×400 
800×1000×400 

1000 1000    1000×1000×300 1000×1000×400 

 
      ｃ 

 ａ  ｂ 500 600 800 1000 

 200  200     
  300     

 300  300     
  400     
  500     

 400  400     
  500     
  600     

 500  500 500× 500×500    
  600 500× 600×500    
  800 500× 800×500    

 600  600 600× 600×500 600× 600×600   
  800 600× 800×500 600× 800×600   
 1000 600×1000×500 600×1000×600   

 800  800 800× 800×500 800× 800×600 800× 800×800  
 1000 800×1000×500 800×1000×600 800×1000×800  

1000 1000 1000×1000×500 1000×1000×600 1000×1000×800 1000×1000×1000 

備考 ｃ寸法が 80 のものは埋込形及び準埋込形プルボックスの埋込部に適用する。 
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7.7.5  ケーブルダクト工事材料 
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表 7.7-16 ケーブルダクト標準寸法例 

単位〔mm〕 

各部寸法 補強材 

幅 高 さ 長 さ 板 厚 山形鋼 平 鋼 

 200 150 3,000 1.6   

 200 200 3,000 1.6   

 300 150 3,000 1.6   

 300 200 3,000 1.6   

 400 200 3,000 1.6   

 400 300 3,000 1.6 5×30×30  

 500 200 3,000 1.6 5×30×30  

 500 300 3,000 1.6 5×30×30  

 600 300 3,000 2.3 5×30×30  

 600 400 3,000 2.3 5×30×30  

 800 300 3,000 3.2 5×40×40  

 800 400 3,000 3.2 5×40×40  

1,000 300 3,000 3.2 5×40×40  

1,000 400 3,000 3.2 5×40×40 6×38 

注１． 溶解亜鉛めっきを使用する場合は、板厚 2.3mm 以上を使用する。  

注２． ステンレス製、アルミニウム合金製を使用する場合は、下記の表より読み替えて摘要する。 

 

材 質 長 さ 板厚 

鋼 製 3,000 1.6 2.3 3.2 

ｽﾃﾝﾚｽ･ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金製 2,000 1.5 2.0 3.0 
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単位〔mm〕 

No. 使 用 材 料 

① ケーブルダクト 

② Ｌ 形 鋼 

③ スタットボルト 

④ 固 定 金 具 

⑤ あと施工アンカーＭ12 

 

 

備考 Ｌ2＝Ｗ＋100，Ｌ3＝Ｗ＋150  

構造は溶接又はボルト締めとする。 

 

図 7.7-8 ケーブルダクト支持図（天井取付）例 

 正  面  図  

①
②

L1

④
⑤

②

W

L2

①

③

⑤

 断 面 図 1  

④ W

L3

②

①
③

⑤

 断 面 図 2  
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7.7.6 ケーブルラック工事材料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.7-9 ケーブルラック及び付属品使用例 
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 単位〔mm〕            単位〔mm〕 

番号 使 用 材 料  Ｗ ② 

① ケーブルラック  600 以下 Ｌ50×50×6  

② Ｌ 形 鋼  600 超過 Ｌ75×75×6  

③ あと施工アンカーＭ12 

④ 固 定 金 具 

⑤ 形鋼厚 4.5t 以上Ｗ＝600 超過で必要な場合 

備考 Ｌ2 ： Ｗ＋100  

Ｌ3 ： 原則として 200 以上 

構造は溶接又はボルト締めにする。 

 

図 7.7-10 ケーブルラック支持図（壁面水平取付）例 
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